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は じ め に

我 が国 にお ける産業 の情報化 は これ まで大 きな発展 を見せ、

企 業の経営体 質強化 に大 き く寄与 して きま した。近年、 さ らに

一層 の情報化 を推 し進 める上 で、企業 間 にまたが る電子 デー タ

交換(EDI:ElectronicDatainterchange)が 注 目され ています。

すで に欧米 においては"NoEDI,NoBusiness."と い う言葉 に代

表 され るよ うに、EDIは 商取 引 を効率 的 に行 なう上で欠 かす こ

との で きないツール として確 立 されてい ます。

EDI推 進協議 会 は、我が 国 にお けるEDIの 普及 ・啓蒙 のため

に平成4年10月 に、通商産業省等 関係4省 庁の後援の下 に業種横

断 的な組織 と して設 立 され、現在44の 業界 団体 、関係 機関が参

加 、活動 してい ます。

本資料 はEDIの 普 及 ・啓蒙 のための教材 として、EDI推 進協

議会 が編 集 した ものです。EDIを 推進 しようと している企業 、

業界 に於 ける人材 育成の一助 と して活用 して頂 けれ ば幸 いで

す 。

平成6年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー





本資料 を利用 される皆様へ

本資料は、EDIを 普及 ・啓蒙す る教材 と して作 成 したもので、

企業、業界等でEDIに 関す る講習等 で使 われ るテキス トとして、

また新たに作成 される際の基本 として利用 していただ くことを想

定 しています。本資料の編集にあたっては、EDIを 活用す る業務

の担 当者 に理解 しやすいものにするため、技術的な内容をで きる

だけ省 き、情報処理 に直接携わったことがな くて も理解で きるよ

う配慮 しま した。

EDIは 今 や、社会 の インフラス トラクチ ャとしての役割が確立

しつつあ り、EDIの 利点 を認識 してい る企 業 ・業界等では、積極

的にこれを導入するための努力が続け られています。

既に海外 では、民間企業や政府機関による物資やサービスの調

達、貿易 に関す る手続 き等で、EDIが 必 要条件 とされる例が増 え

てい ます。一方で、EDIへ の対応 が遅れ た企 業 は、近 い将来その

事業展開に多 くの制約を受けることにな りかねません。

このようにEDIは これか らの経済 活動 に不 可欠 な ものですが、

その普及 ・啓蒙のための資料は、企業 ・業界な どの中にとどまっ

てお り、一般に広 く利用可能な形で まとめることが要請 されてい

ました。

普及 ・啓蒙の方法は業界によってそれぞれ特徴があると考えら

れますので、本教材 は、必要 と思われる事項 をなるべ く網羅的に

盛 り込むことに しました。利用 される方々には、その目的に合わ

せて内容 を取捨選択 され、また、 自身の経験 などにより、内容 を

補足するな どして、ご利用頂 くことをお願い します。

本教材 をこれか らも改良し、 より内容の優れた もの、より使い

やすいものに してい きたいと考えてお りますので、本教材 に手 を

加 えて使われた場合にはその成果 を、またご意見等 につきまして

もEDI推 進協 議会事 務局 までお寄せ頂 ければ幸いです。

本教材が活用 されることにより、EDIに つ いて、1人 で も多 くの

方 々の理解 が得 られ ることを願 って止み ません。

最後に本教材の作成にあた りご尽力 いただいた委員ならびに関

係各位に対 して感謝の意 を表 します。

EDI推 進協議会 普及 ・啓蒙委員会

委員長 大 久 保 秀 典
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伝票の時代
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企業間ネッ トワークの時代
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取引形態の変化 (1)

これまで、企業間で行 われ る商取引 に際 し、各種 の帳票 、書類が交換 されていた。 しか

し、経済 の進展 に伴 う取引量の増大、取引先の拡大、ライフス タイルの変化 に伴 う消費の

個性化、顧客ニーズの多様化な どに より、商取引 をとりま く環境 の変化 には著 しい ものが

ある。加 えて、コンピュータ化、ネ ッ トワーク化 といった情報化 の進展 を背景 に、現在 で

はコンピュータとコンピュータの間で直接 にデータの交換 を行 う企業間ネ ッ トワークが構

築 されて きている。

1.EDIと は Page1



第3段 階

企業オンラインシステム延長
・オ ンラ イン端末 の取 引先 へ の設置

・独 自規約 によ るコンピュー タ間のデ ー タ交 換

第2段 階

電子媒体の交換
(磁 気 テ ー プ,フ ロ ッ ピ ニ デ ィ ス ク)

一
第1段 階

帳西 堂類の交換

JEDICJapanEtectronicDatalnterchangeCounc"

取引形態の変化(2)

情報化 が進展 している企業においては、資材購買業務や支払業務は比較的早期 にコンピ
ュータ化 され、図のようにコンピュータと通信技術の進展 とともに、データの受け渡 しの

媒体や方法 の変化 が見 られる。

すなわち、従来の帳票、書類の交換(第1段 階)か ら、コンピュータで直接 読み取るこ
とので きる磁気テープあるいはフロッピーディスクとい った電子媒体 の交換(第2段

階)、 さらには企 業オンラインシステムの延長 としてオンライン端末 を取引先 に設置す

る、あるいは双方のコンピュータ間で独 自の規約でデータ交換す る といった形態(第3段

階)へ の変化 である。
この企業間ネ ッ トワーク構築への流れは、企業間競争 を勝 ち抜 くため、顧客サー ビス向

上 とコス ト削減 を追及 した結果の自然 な流 れ と言 え、今後 もこの流れ はさらに進む もの と

考 えられ る。

しか しなが ら、上記の第3段 階のデータ交換 は、さまざまな問題 を起 こしている。

1.EDIと は Page2



a社

A社

b社

企業 オンライン
システム延長による

企業間ネ ッ トワーク

の進展

A社 B社 C社

7
a社 b社

ab社 にA社 の オンライ ン

端末設置。A社 の フォー マ ッ

トの変 換

弊害

a、b社 に さ らにB、C社 の オ ン

ライ ン端 末設置 。B、C社 の フォ
ーマ ッ トの変換

・多端末現象

・複数伝票 フォーマッ ト(伝 票洪水)

[⇒ 自社 フォーマッ トへの変換負担(変 換地獄)

JEDIC:JapanElectronicDatalnterchangθCouncil

独自方式の問題点(1)

上の図は、前頁の第3段 階、すなわち、企業が独 自の規約 によるコン ピュータ間のデー

タ交換 を押 し進めた場合の問題点 を表わ してい る。

最初は、A社 が 自社の方式 によ りa社 、b社 とネッ トワークでの取引を始めた。 ここに
B社 、さらにC社 もそれぞれ自社の方式で、同様 の取引を行 うようになった。 このため、

a社 とb社は、A社 用、B社 用、C社 用 と3通 りの方式 に対応 しな くてはな らな くなった。

このように、個別の方式による取引は、企業間ネ ッ トワークが進展す るにつ れ、次のよ

うな弊害 を引 き起こ している。

・取引先 ご とのオンライン端末が設置 され ることによる多端末現象

・取引先 ご とに異なるフォーマッ トの伝票 を処理する負担 の増大(伝 票洪水)

・取引先 ご とに異なるデータのフォーマ ッ トを
、 自社の フォーマ ッ トに変換 するための

変換負担 の増大(変 換地獄)

これ らが、企業間ネッ トワークの進展 を阻害 している。

1.ED|と は Page3



蝶 襲 勲 問題点(2)"t

A社

発注オ ンラインシステム

B社

注 オンラインシステム

A社 方式

C社

注 オンラインシステム

B社方式

⑱

O

⑱

C社 方式

D社

A社

専用端末

B社

専用端末

A社 伝票

O

⑱
⑱

⑱

O

司

@

転記

自社伝票

入力

受注 ・出荷
システム

JED'C;JapanE'θctron'cDatalntθrchangeCounc〃

独自方式の問題点(2)

上の図は、発注者 であるA社 、B社 、C社 の発注 オンライン端末 が、受注者であ るD社

に設置 され、多端末現象 を起 こ している例 を示 している。

多端末現象は、取 引先 のオンラインシステムによる指定伝票の打ち出 しや、シス テム

固有の情報 を入力するために、それぞれの システムに応 じた端末設置が必要 となるため
に発生す る。一般 に標準化が遅れている場合や、系列取引 といった場合 に多 く見 られ

る。

多端末現象の発生 により、その端末の設置スペースの確保 や端末 を操作す る要員 の確

保がD社 に とって大 きな負担 となることはい うまで もない。 また、図の ように伝票 を打

ち出す場合 には、D社 のシステムへの再入力が必要であ り、 自社の様式 に合 わせ るため

の転記が必要であれば、そのための作 業が付加 される。 また、機械化 を一歩進 めて、 フ

ロッピーデ ィス クに内容 を記録 し、D社 フォーマ ッ トに変換 し、直接 コンピュータに入

力することも現実に行われている。この場合、各取引先(A社 、B社 、C社)ご とに変換
ソフ トウェアを作成す る必要があ り、変換負担 も増大す る。

ここで専用端末を介 さずに、D社 のコンピュー タとA社 、B社 、C社 の コンピュー タを

直接連携す る場合 を考 えてみて も、D社 ではA社 、B社 、C社 それぞれ に対応 した変換 ソ
フ トウェアを作成する必要があ り、変換負担 は相 当なものとなる。

1.EDIと は Page4



個別取 り決めによる

電子 データ交換

(私道)

票準 ヒ

EDl

(公道)

経済社会、産業にとって重要 なインフラス トラクチ ャ

各社単独では解決 できない

業界 ・業際 ・国際的対応
」εD'Cら ノaρaη日θctronicData'n佃rchangeCOμnc〃

解決策 と してのEDl

多端末現象あるいはデータフォーマ ッ トの変換負担の増大のため に、いつ れの企業 も、

企業間ネ ッ トワークによるメリッ トを十分 に得 られな くなってい る。つ ま り、 どのような

企業 も、発注者である一方で受注者で もあるように、 も しデータを交換する上で、他社 の

負担 に頼 っているとすれば、他方 では別 の企業か ら負担 を強い られ ることになる。 また、

取引の上で誰かが受けた負担は、何 らかの形で、当事者全体が負担することになる。

さらに重要なこ とは、方式がい くつ もあるために、企 業間ネ ッ トワークが特定の企業グ

ループや系列 を越 える、あるいは業界内か ら業際化、国際化 と進展する上で、大 きな障害

となることである。

この ため、個別の取 り決めによる電子データ交換(例 えて言 うならば私道)か ら標準的

な規約 に基づいた電子 デー タ交換(例 えて言 うならば公 道)へ 移行 してい くための仕組づ

くりが、経済社会あるいは産業の インフラス トラクチャとして重要 な意味 をもって くる。
この標準化への取 り組みは、当然、業界 、業際、国際 レベ ルでの対応が必要 となってい

る。

1.EDIと は
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EDI(ElectronicDatalnterchange)と は

通商産業省 の 「電子計算機相互運用環境整備委員会」(平 成元年度)で の定義は次の通

りである。

「異なる組織 間で、取引のためのメッセージを、通信 回線 を介 して標準的 な規約(可 能

な限 り広 く合意 された各種規約)を 用いて、 コンピュー タ(端 末 を含む)間 で交換 するこ

と。」

すなわち、EDIと は、企業等の組織間での商談、取引 を成立 させるために必要 な情報を コ

ンピュータと通信 を使 って、標準的な規約 に基づいて、当事者間で交換す るこ とである。

1.EDIと は Pagθ6



A社

一

轟

(4)取 引に関する規約

一 EDI取 引契約

(3)業 務運用 に関する規約

(2)情 報表現方法の規約

一 シンタ ックスル ール

標 準 メ ッセー ジ
コー ド

⇒

(1)情 報伝達方法の規約

通信手順 一纏

B社

繕 叢叢翼
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ぎ お ま 　 ぬ

数 鑓線 総o

一

躍

」εD'αJaρanε'θctronicData'nterchangeCOμ ηC〃

EDl・ に必要 な取 り決 め

取 り決めの4つ の レベルは以下の通 りである。

(1)情 報伝達方法の規約

まず、 自社保有の コンピュータが相 手企業の コンピ ュータと接続で きな くてはな

らない。 このためた必要 となるのがお互い に使用 する通信手順 の取 り決 めである。

(2)情 報表現方法 の規約
EDIで 交換す るデ]タ を、双方のコンピュータが理解 で きるようにするたあの

取 り決めで、シンタックスルール、 メッセージのフ ォーマ ッ トお よびデータコー ド

等に関す る取 り決めである。

(3)業 務運用 に関す る規約
ネッ トワークシステムの運用時間、障害対 策な どのシス テム運用 に関す る取 り決

めである。

(4)取 引に関す る規約
どのような取引業務 をEDIで 行 うかなど、双方の取引契約 に関する基本 的な

取 り決めである。

1.ED|と は pa'9θ7
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注文書

注 文番号A

発 注者B受 注者 一c.".

注 文年 月 日D.

注 文総金額

備考欄.E..

E

…

品名 コード 品名仕様数量単価金額
G1 H1 11 J1 K1

G2 H2 12 J2 K2

G3 H3 13 J3 K3

担 当 者.L.

H1 11 J1 K1 G2 H2 12 J2 K2

デ ータ タグ レングス

意味) (長 さ
データ[]

■ 田 日

エミ示 メ ッ セ ー ジ

JEDtc;JapanElectron'cDatalntθrchangeCouncii

伝票 とメッセー ジ

上 の図 は、 メ ッセ ー ジ を理 解 しや す くす るた め に、 簡 略化 した モ デル を紙 の伝 票 と比 較

した もの であ る。 こ こで は、CIIシ ンタ ックス ルー ルで作 られた メ ッセ ージ を使 って い る

(CIIシ ンタ ックス ル ール につ い ては付 録1参 照)。

メ ッセ ー ジは先 頭 の"メ ッセ ージヘ ッダ"と 最 後尾 の"メ ッセ ー ジ トレー ラ"で1つ の

区切 りとな る。

図 で は"メ ッセ ー ジヘ ッダ"の 後 に、注文 番号 、 発 注 者 か ら備 考欄 までの 項 目が 続

き、 品 コー ド、 品名仕 様 か ら金 額 まで 、伝 票 の 明細 の1行 が繰 り返 され てい る。 そ の後 に

担 当者 の欄 があ り、 これが 最後 にな ってい る。

上 図 の ように、CHシ ンタ ックス ルー ルで は、1つ1つ の デ ー タに1デ ー タタグ(デ ー タの

意味 を表 す コー ド)、 デー タ レングス(デ ー タの長 さ)が 付 け られ る。

この た め に、 デ ー タ の順 序 、 長 さに制 限が な く、幅広 い用 途 に応 じる こ とが で きる。

1.EDIと は Page8
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cGS

オンライン 標準化普及 ・啓蒙 標準定着一
企業オンラインシステム延長

帳票ベ ース

国内標準

国際標 準(UN/EDIFACT'

理想型

世
界
共
通
標
準

時間
JED'C;JapanElectronicDatalnterchangeCouncil

標準化の展望

上の図は、わが国でのEDIの 標準化が進展 してい く様子 を、イメージ として表 したもの

である。

初めは各企業が、個 々の条件 に合 った方式 を採 り入れていた(EDI以 前)。 これが、多

端末現象等の問題 を起 こ したため、主 に業界単位 で標準化 の努力がなされるようになっ

た。 これにより、業界毎でのEDIの 導入が促 された。

さらに、多 くの業界で利用可能なCII標 準が、新規 にEDIを 導入する、あるいは、複数の

業界 にまたがったEDIを 実施 したい とい う要求に応 えるもの として導入 され、我が国の
EDIを 加速 してい ると言える。

これ と並行 して、UNIEDIFACTへ の対応が進め られてい る。 これ も、国際的なEDIの 必

要性 とともに、今後の重要性が増 してい くことは間違いない。
ところで、EDIの 観点か ら考 える と、国際取引 には、海外 の企業 との取引 と、国内の外

資系企業 との取引 とがある。

理想 としては、世界で共通の標準が共通的に使 われることであ るが、それまでは、複数
の標準が併存する ことになる と考 え られる。

1.EDIと は Page9
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大手企業が合理化の手段 として活用

EDI導 入は世界的傾向

取引の前提

JEDICJapanElectronicDatalnterchangeCouncil

EDlが 取引の条件に

情報化の推進が合理化 の手段 として定着 して きたが、 まだ必ず しも十分 とはい えない。

企業体質の改善 を狙 ってEDIを 導入す る動 きは大企業 を中心 に広が りつつある。国際的に

標準化 を推進する活動 も活発 である。
こうした中で、EDIが 取引の条件 とな りつつあ り、EDIに 対応 で きない企業 とは取引 しな

い企業が出現 し始めている。

海外 の、EDI導 入の進 んでいる分野の関係者 は、次の ように言 っている。

NoEDI,NoBusiness.

NoEDI,NoP.0.(PurchaseOrder:発 注)

DoEDI,orDIE.

Page10
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労働時間短縮

中長期的労働力不足1

情報量 ・交換相手の増加

情報伝達の即時化

解 ノ

E

取 引 のボ ーダー レス化

(国 際化 ・オー プン化)

策

一

決

11

D

生活パター ンの多様化

利便性の追及

経済性の追及

地球環境保護

(大気汚染 ・森林資源の枯渇)

JED'C∫JaρanElectronicData'nterchangeCouncit

社会的な意義

今 日の消費者は、 より個性 的なものを求める ようにな り、労働時 間短縮 の傾向か ら余暇
も増 え、生活パ ターンが多様化 して きている。 さらに、 よ り利便性 の高い生活が求められ

るようにもな り、財 ・サービスの提供者は、それ に応 えるため、 きめの細 かい対応 を要求

され るようにな っている。その一方で、各企業は、競争力を維持するために、今 まで以上

に経済性 を追求す る必要が生 じて きた。そのために努力が されていることは、1つ には多頻

度少量発注のような形で現れてい る。

しか し、 この経済性 は必ず しも社会全体 の経済性 とは一致 しない。例 えば、輸送の頻度

が増 え、各種資源の消費量が増大す る、などの ような ことになる。

これは、近年 になって、急速 に関心が高 まって きた、地球環境 の問題 とも考 え られる。
一方、企業活動 に目を向けると、先 に触れた労働時間の短縮 は、今後、 中長期的 に労働

力が不足す るとい う問題 とも重なって、あらゆる面での効率性 の向上 を必要 と してい る。
しか し、取引な どに使われ る情報は、その量、交換す る相手 ともに増加 してお り、さらに

情報伝 達 には即 時性が求め られるようになってい る。

加 えて、取引の国際化、 オープン化 といった、 ボーダー レス化 が進み、新 しい経営環境

に備 えなければな らない。

EDIは 、 これまでは、企業間 ネッ トワークを用 いたデータ交換 による効率化 を狙い と し

たもの とい う視点で捕 えることが多かったが、今後は、社会全般で抱 える問題 を解決す る

手段 として、その存在意義が急速 に高 まってい くもの と思われる。

2.イ ン フラ ス トラ クチ ャ と してのEDI Pagθ11
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『電子計算機の連携利用に関する指針(連 携指針)』 制度
1

一ノ

『EDl推 進協議会』への支援

業際EDlパ イ ロ ッ ト・モデ ル調 査研 究開発

国際標準化活動への参画

1

EDl導 入に対する低金利融資制度
.

各業種毎にEDI難 支援1

＼

o,

o
o

JEDIC;JapanEtectronicData'nterchangθCouncil

国の施策

EDIの 推進 には、行政 も積極的な支援策 を打 ち出 している。具体的 には、以下の よ

うな諸施策が、通産省 をは じめ関係 省庁 に より実施 されている。

・ 「連携指針」(13ペ ージ参照)'

・ 「EDI推進協議会」(14ペ ージ参照)

・業際EDIパ イ ロッ ト・モデルの調査研 究開発

・商流、物流、金流 とい うように異 なる事 業分野の間におけるEDIニ ーズ に応

えるため、複数 の事業分野で利用可能 な業際EDIパ イロッ ト・モデルの調査

研究開発事業 を実施
・国際標準化活動

・国連 におけるUN!EDIFACTの 開発
、普及活動へ の参加

・アジアEDIFACTボ ー ドAS/EBへ の参加

・APEC(ア ジア太平洋経済協力会議)の テ レコミ部会におけるEDIの 普及啓蒙

お よびパイロッ トプロジェク トへ の参加
・EDI導 入 に対する低利融資制度

・日本 開発銀行 ・北海道東北 開発公庫 の融資対象 として 「標準 ビジネス プロ トコ

ル対応情報処理システム」

以上の他 に も、建設、運輸、流通、各種製造等の各業種毎の施策がある。

2.イ ンフラ ス トラ クチ ャと してのEDl Page12



・連携指針の狙 い

企業が広 く連携 してコンピュータを効率的に利用することを促進

するための指針

・連携利用 の イ メー ジ

ED共 同デ ー タベース、共通 ソ フ ト利用等

・連携利用実現のための手段

ビジネスプロ トコルの標準化等

・これまでに策定 された連携指針

鉄鋼業
中古自動車販売業
電気事業
家具業界

電子出版業
電子機器製造業
紙流通業
機械工具業

電気4団 体
建設業
住宅設備機器等流適業

JEDIC;JapanEiθctronicDatatnterchangθCouncil

連 携 指 針

「連携指針」は、一定の事業分野に属する事業者が広 く連携 して コン ピュー タを効率 的

に利用す ることを促進す るため、 「情報処理 の促進に関す る法律(1970年 制定)」 に基づ

き、各事業分野 ごとに主務大臣が定めるもので、1986年 か ら現在 まで、通商産 業省、建設

省、運輸省 によ り11(10の 事業分野 と電気4団 体)策 定 されて きてい る。

今後の連携指針の策定 に際 しては、業際化、 国際化 に対応 したビジネス プロ トコル等 の

標準化が重要課題 となっている。

・次は 「電気4団体」および 「住宅設備機器等流適業」の連携指針から引用

「一 シ ンタ ックス ル ール(電 子 デー タ交換 に用 い る構 文 規則)と して、

(財)日 本情 報 処 理 開発協 会/産 業情 報化 推 進 セ ンター(JIPDEC/CII)に お い

て開発 され たCIIシ ン タ ックス ル ール を採 用 す るこ とに よ り、標 準化 の促 進 に

努 め る こ と。 この ため 、CIIシ ンタ ックス ルー ル に対 応 した トラ ンス レv-一タ

(各企 業 固有 の デ ー タ フ ォー マ ッ トとCIIシ ン タ ックス ル ール に よるデ ー タフ

ォーマ ッ トとの相 互 変換 を行 うた めの ソ フ トウ ェ ア)を 積 極 的 に導 入 す る よ う

努 め る こ と。 」

2.イ ン フラス トラ クチ ャと してのEDl Page13
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灘EDI推 進協議釜

EDlの 普 及 ・推 進

EDlの 標準 化

EDlの 国際化

会員数44団 体(1994年3月 末現在 、発足時39団 体)

オブザーバ4省 庁

(通商産業省、大蔵省、運輸省 、建設省)

JEDIC;JapanElθctronicData'nterchangeCounc〃

EDl推 進協議会

設立の 目的
EDIは 、産業界における情報シス テムの効率的 ・効果的な利用 を可能 とす る重要な インフ

ラス トラクチャと位 置づ けられるまでにな り、で きるだけ多 くの企業が共通の認識 と目的を

持 って、EDIの 標準化、国際化 を積極的に推進するこ とが、我が国の産業界 にとって緊急 か
つ重要な課題 として認識 されるよ うになった。

この中で、EDI推 進協議会 は、産業界の トップのイニシアテ ィブの もとに、海外 における

EDIの 利 用 との調和等、EDIに 係 わ る共通課題の検 討お よび普及 ・推進を業際的立場 か ら総

合的に取 り組むための横 断的組織 として、関係省庁 の協力 の もと、産業界等が集 ま り、
1992年10月 に設立 された。

EDI推 進 協 議 会(JEDIC:JapanElectronicDataInterchangeCouncil)

会員
EDIに 関係 の深い業界団体等、会員数 は1994年3月 末時点で44(発 足時39)

オブザーバ として通商産業省、建 設省、運輸省、大蔵省

活動内容
・普及啓蒙活動

研修会の開催、広報誌の発行、会員間の情報交換等
・国際的な面での対応

海外のEDI関 連の情報収集、国際会議 に関す る対応等
・その他

2.イ ン フラス トラ クチ ャと して のEDl
"
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単なる情報技術

企業内一部門の
合理化

社会 的 インフラ

ス トラ クチ ャ

経営革新のツール

閉 じたEDl 開かれたEDl

Electronic

Data

lnterchange

Electronic

Commerce

」εD'CJaρanE'θctronicData'nterchangeCouncii

EDlの とらえ方 の変 化

EDIは 情報処理における技術 的な手法ではな く、経済.・社会のインフラス トラクチャ と

して考 えるべ きもの である。そ して、その実現 には各企業 の協調が不可欠である。

企業でのEDIの 位置づけも、従来 は特定の部門の合理化 のための手段 と して考えられ る

ことが多か っ'たが、EDIの 先進的なユーザでは、・リエンジニア リングなどの ように、知識

と工夫 を最大限に利用す る経営革新のツールと考 えられる ようにな りつつある。・こうし

て、よ り効率的 ・効果的な経営 を実現す るためのもの と してEDIを 評価 している。

また、業界 ごとなど、閉 じた範囲で使 われそいたEDIを 、オープンなものにするための

取組 みの必要性が強調 され るようになってきている。 この実現 のためには、'どんな相手 と

で も事前の調整 をす ることなしにEDIを 実施で きる環境 が必要である。

米国ではEDIの 概念 をさらに進 めて、 よ り大 きな枠組 みで あるEC(ElectronicCommerce)に

議論の中心が移 ろうとしている。

・2.イン フラ ス トラ クチ ャと してのEDl Page75
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社会の新 しい

イ ン フ ラス ト

ラ ク チ ャ

JED'C;JapanElectron'cDatalnterchangeCouncit

EDlは 新 しい イン フラス トラ クチ ャ

今 日までに、鉄道、道路、通信等の分野への投資 と技術 開発 が継続 的に行 われ、その国
の社会的基盤 として、経済、文化面の成長 を支えて きた。同 じように、今、電子データに

よる取引は、 ビジネスに欠かせ ない新 しい1つ の基盤 として の認識が高 ま りつつある。

すでに米国ではEC(ElectronicCommerce)と いう概念が広 まってお り、 また、政府調達に

もEDIを 適用するための検討が進め られている。

我が国において も、商取引のみな らず、物流、金流 といった分野まで を統合 した効率的

な ビジネスなどで活用 できる、社 会の新 しいインフラス トラクチャとしてのEDIの 確立が

急がれる。

2.イ ン フラス トラ クチ ャ と して のEDl Page16
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事務処理の効率化 と顧客サービスの向上
・事務処理の正確性 ・効率性の向上

・経費削減

・リー ドタイムの短縮 ・在庫の縮減

1システム開発の負担蹴

仕事のやり方の改善や企業体質の強化 を促す

企業イメージの向上

取引のオープン化

JEDIC;JaρanElectronicDatalnterchangeCounci,'

EDlの ね らい

EDIの ね らい としては、一般的 には、事務処理の正確性の向上や効 率化、 リー ドタイムの

短縮 や在庫 の縮減 などが知 られている。
また、標準化 された規約 を用いるこ とか ら、取引先 とのネッ トワーク接続 のための話 し合
いの時 間を短縮で き、その上、変換 ソフ トウェアを一度導入すれば、後 に接続先 を追加す る

ことも容易であるなど、データ交換 のためのシステム開発の負担軽減 を図 ることができる。

さらに、EDI導 入に際 して、発注、受注、納入 などの ビジネス プロセス を再検討 して、受

発注者双方の業務 を抜本的に改善することに最大のね らい を置 く考 え方が 目立つ ようになっ

てきた。

また、企業イメージの向上や取引のオー プン化 も見逃せない。 ここでの取引のオープン化
とは、系列化 による排他的な取引か ら脱却 し、取引の透明性 を向上 させ るこ とがで きる、 と

い うことである。個別 の方式で構築 されたネ ッ トワークは、その外 部の者 に とっては参入に

対す る障害 となる。EDIは 標準化 され た方式 により行 われるため、この ような問題 を最小限

にす ることができる。

この ように、EDIの 効果は、取 引の当事者全体 にもたらされる。

3.EDIの 効 果 Page17
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濠 細

期待(回 答数144)

80604020
%

処理時間短縮

正確性向上

書類作業減少

経費節減

顧客サービス改善

情報入手の容易化

競争優位の確保

差別化推進

グループ化促進

JlT遂 行

その他

効果な し

効果(回X数137)

20406080%

JEDIC;JapanElectronicData'nterchangeCouncil出 典 「東 洋 経 済 統 計 月報 」54巻2号'94.2第3回EDI実 態 調 査(情 報 管 理 協 会)

EDlの 効 果(1)

上 の図 は、情報管理協会 と東洋経済新 報社が共 同で、上場企業 を対象 に、1993年ll月 に

実施 した、3回 目となるEDI実 態調査 の結果であ る。

期待 と効果 ともに、処理時間の短縮が圧倒的 に多 く、また、正確性 の向上 とい う回答 も
これに次いで多い。

競争優位 の確保、差別化 の推進 については期待 も少 な く、具体 的効果 もあま り報告 され
ていない。

(図中のJITに ついては付録1参 照)
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ピ ベ　 ギ　 　 こイでニ　 シ　 　ニまでシ ツで 　ニ ぎニゐ　 り や ペ ソ　 ミ　 や　 ゴ ハ 　 ツ

giliEDlの 効 果(2)

事務処理の効率性の向上
・受 注処理8h⇒1h(産 業機械)

・書 類作業約70%減(金 属 ・窯業)

・作 業時 間70%減(商 社)

・デ ータ授 受作 業50%減(金 融)

リードタイム短 縮 、在 庫 縮 減
・売 掛金 回収2週 間短縮(運 輸)

・リー ドタイム5～10日 が半 日

に短縮(電 気機器)

・リー ドタイム4日 短 縮(建 設)

・納 品回数増 や し在 庫減少(小 売)

正確性の向上
・照会 事務の改善(パ ル プ ・紙)

・デー タ もれの減 少(医 薬 品)

・品切 れによ るライ ンス トップ

減 少(電 気機 器)

経費削減
・10%削 減(産 業機械 ・商社)

・通信料 、残業手当てで4億 円減少

(その他製造)
・電算機負荷30%減(製 薬)

JEDIC∫JapanEtectronicData'nterchangeCouncil出 典

糞麟 。月
54巻2号'9423回EDi態 調 理=)
52巻11号'92.11第2回EDI実 態 調 査(管 理 協 会)

EDlの 効果(2)

上の図は前 出の 「EDI実態調査」 よ り、具体的効果 の回答事例 を抜 き出 した ものであ

る。

図の他 に、次のような点 もあげ られている。

・企 業イメージの向上(卸 売業)

・業務変革、再検討の前提 、 きっかけに(化 学)
・工場直送配送が可能に(食 品)

・売れ筋商品の生産が確保 で きる(小 売業)

・社内各部門の業務の統一(運 送用機器)

3.EDlの 効 果 Page19
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JEDICJapanElectron'cDatalnterchangeCounc" 出典 「日経ロジスティクス」1994年2月 号

EDlの 効果(3)

上 の図は、1989年5月 か らEDIで 本格的に部品の調達 を始めた家電メーカの例である。 こ

こでは、EIAJ標 準 に基づ いてEDIを 実施 している。

この例では、次の ような効果があった。

・ 伝 票の紙代 や郵送料、仕分けに要す る人件費 まで コス トに換算す ると、伝 票1件

あた り200～300円 だった ものが1円 に抑 えられた。
・ 部品発注か ら受注 までの リー ドタイムが、6日 か ら1日 に短縮 で きた。
・ 伝票入力作業がな くなったこと等で、調達 トラブルの発生率は、1万件 あた り

100件 からゼ ロに近づいた。
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A社 事業所 A社 コック倉庫 B社
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JEDIC;JapanE'ectron'cData'nterchangeCouncii 出典EIAJ取 引情報化対応標準1994年 版解説セミナー資料

EDlに よる業務 改善 事例(1)一 改善 前一

上の図は、B社(部 品メーカ)の 製品 をA社(家 電メーカ)が 購 入す る業務の、EDIを 導

入す る以前の例 を示 した ものであ る。

コック倉庫 家電メーカの倉 庫で、部品メーカが 自社の在庫 と して部品を保管する。

家電メーカが部 品を使用 した時点で売買が成立する。

(1)A社 はB社 に、長期的な所 要量計画を書面 で伝達す る(年 に1度 など)。

(2)A社 はB社 に、短期的な生産計画 に基づいて、部 品の搬 入指示 を出す。

(3)B社 はA社 のコック倉庫 に製品(部 品)を 預託 し、預託 書 を発行 する。

(4)A社 は必要 となる都度、 コック倉庫 から部 品を出庫 し、決済 日にB社 に対 して払

出情報を通知する。

この方式では、B社 ではコック倉庫の在庫状況 を正確 に把握 で きず、欠品 を避けるため

在庫 に余裕 を持 たせ なければな らないな ど、A社 、B社 双方 に次 の ようなデメリッ トが生 じ
ていた。

・B社 にとって在庫 を抱 える負担が大 きい。

・B社 は払出情報を受け取 るまで売 り上げ を計上で きない。

・A社 は広い倉庫面積 をB社 の部 品に占有 されて しま う。

さらに業務 の中にデータを人間が入力する工程が含 まれるため、作 業の正確性、迅速性 に

も問題があ った。

3.EDIの 効 果
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JEDIC;JapanElectr()nicDa拍'nterchangeCouncit 出典ElAJ取 引情報化対応標準1994年 版解説セミナー資料

EDlに よ る業務 改善事例(2)一 改 善後一

上の図は21ペ ージの業務 にEDIを 導入 して改善 した例 を示 した ものである。

(1)A社 は、長期 的な部 品の所要量計画 をEDIでB社 に伝達す る。

(2)A社 はB社 に、短期的な出庫計画 をEDIで 通知す る。

(3)B社 はA社 に出荷情報 を送 出 し、A社 のコック倉庫 に向けて製品(部 品)を 発送

する。A社 は受信 した出荷情報 に基づいて受け付 け準備 を し、部品入荷後、B社

に入荷情報 をEDIで 返す。

(4)A社 は必要 となる都度 コック倉庫 から部品を出庫 し、即座 にB社 に対 して検収情

報 をEDIで 送 出する。B社 は検収情報をもとに、売 り上げを計上するとともに、

最新 の在庫量 を把握する。

この方式では、 コック倉庫 の在庫管理 をA社 ではな くB社 が行 うことが可能になるな

ど、双方 に次 のようなメリッ トをもたらした。

・B社はA社 に欠品の不安 を与 えることな く、在庫量 を最小 にコン トロールで き

る。
・A社 は倉庫面積 を削減で きる。

・B社 はA社 が部品を使用す るとす ぐに売 り上げ を計上で きる。

また、両社 とも情報の授受 にともなうデータの手入力作業 をな くし、作業の正確性 、

迅速性 を向上 させ ることがで きた。
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1:,

r 、

鉄鋼業 商社 ・造船 メーカとの受発注 ・出荷情報

電子機器業ElAJ標 準で受発注等

石化 ・住宅 ・建設C川 標準で受発注等

物流業 荷主 との業際EDl

s ノ

金融業EFT、FB

流通業 メーカ、卸 との受発注中心

1貿易業 通関情報システム

JEDICJapanElectronicDatalnterchangeCouncit

我 が国のEDl導 入状況(1)

標準化等 を含めて、我が国のEDIに 関する活動 は、主に業界毎 に行 われて きた。 ここで
は、その中か らい くつか を紹介する。

鉄鋼業界 では鉄鋼 メーカが、商社及 び造船 メーカとの間でEDIを 実施 してい る。

(社)日 本電子機械工業会(EIAJ)が1989年 に 「EIAJ標準」 を発行 したことか ら、我 が

国のEDIが 急速 に進展 した。その後、 「CII標準Jが 確立 し、 これに準拠 して石油化学、

住宅産業、建設業等がEDIを スター トさせ た。
・ 最近で は、業界 を越 えたEDI(業 際EDI)の 推進が検討 されてお り、荷主 と物流業者
との間のEDIに ついての調査研究 開発等が進め られてい る。

(以上の業界では、CII標 準 の導入について、決定あ るいは検討 を進 めている。)

・ 企業間における電子データ交換 としては、金融業におけるEFr(電 子的資金転送)が

最 も早い(1970年 代)。 また現在、取引先 とのFB(フ ァームバ ンキ ング)も 、一般 的
に行 われ るようになっている。
・1980年 代 に入 って、流通業 における受発注を中心 としたEDIが 急速に拡大 したが、い

ずれ も各 業界独 自の規約が主流であった。
・ 貿易業界では通関情報処理 システムや商社、海運業者 とのEDIが 実施 された。

・ ほ とん どの業界 に、EDIを 推進 ・研究するための組織があ り、業界内外 と連携 を とり

なが らEDIを 進めている。
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単一業種 内のED

複数業種にまたがるED

Sノ
JEO'αJaρanE'θ αmη ∫COa治'nω 力Cわaη9θ(文)unc〃

/、
我が国のEDl導 入状況(2)

従来のEDIに 関す る検討は、主に業種毎 に進め られて きた。 しか し、企業が取引 をする

相手 は、同 じ業種 の中ばか りではない。EDIを 取引の全 てに広 げて活用す るこ とで、 よ り

大 きな効果が期待 される。
この ように業種 の範囲 を越 えてEDIを 利用す るために、具体的な取 り組 みが なされ るよ

うに なっ て きてい る。 この ようなEDIは 、 業 際EDIと 呼 ば れてい る 。

＼ ノ
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素 材 メー カ

部品 メー カ 製品 メー

製造

流通問屋

流通

小売 り

建設
鱈
鷹

エ ネ ル ギ ー

物流 金融

JED'C;JapanElectronicDatalnterchangeCiouncil

業際EDl

自動車メーカが化 学品メーカからプラスチ ック製品を購入 した り、スーパ ーマーケ ッ ト
が食品 メーカや医薬 品メーカか ら商品 を仕入れた りする例 の ように、普通 に見 られる受発

注の取引はほ とん どが業際取引である。
また、EDIの 適用範 囲を拡大 し、受発注だけでな く納 品、決済 までを含めた取引の全段

階で利用 で きるようにするためには、製造、流通、物流、金融の各業界 にまたがった業際

EDIが 必要である。

今後の業際EDIの 普及促進のために、複 数の事業分野で共通に利用で きる標準 メッセー
ジの開発が始め られている。

業際EDIの 普及 に よ り、事務処理の効率化 、情報システムへ の重複投資の解消、企業間

の情報格差の是正、産業組織 の活性化 などが期待 で きる。
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葬 蝦 が

荷送人

(受注者)

物流業者

荷受人

(発注者)

JED'C'JaρaηElectronicData〃iterchangeCounc"

物流業際EDl

物流業際EDIで は 「物」の移動 と電子デー タの交換 を連動 させ る必要があ り、 「物」の

移動 を識別す るため に、バーコー ド等の手段 を用いる。 また、荷送人(受 注者)、 物流業

者、荷受人(発 注者)と3者 間で業務が なされるため、EDIも 特有 のかたちになる。

物流業際EDIに は、次のような点が期待 されている。

・最適 な輸送方法の選択 による輸送経費の低減

・輸送依頼 業務 の自動化

・荷送人側 の梱包情報(重 量、容積、箱数)の 配車計画へ の利用 による配車の

効率化
・共同配送の実現や物流企業間の情報 ネッ トワークによる提携 の推進

なお、平成4年 度か ら通商産業省 の 「業際EDIパ イロッ トモデルの調査研究 開発」

プロジェク トが実施 されてい る。
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三"灘 …繰 灘

米 国
'1970年 代

・1980年 代

・1990年 代

物 流業界 でのEDl

ANSlX.12の 開発

倉庫 、 自動車 、食 品他 多 くの業界 がEDlへ

政府調達 の分野 に もEDlの 適 応 を検 討

1997年 か らEDlFACTへ 移行 の方 向

欧州
・1970年 代

・1980年 代

・1990年 代

貿易業務用EDl標 準(TDl)か らスター ト

国際EDl標 準へ の指 向－EDIFACTの 開発

各 国内EDlと 国際取 引のEDlを 推 進

ア ジア
・韓 国

・シ ンガ ポ ー ル
世界初 の貿易業務EDl法 の制定(1991年)

EDIネ ッ トワー クサ ー ビスの確 立

貿易 、小売業 、医療 、製造 、建設 、他

JEDIC∫JaρanElectronicData'ntθrchangeCouncil

海外のEDl導 入状況

・米国

1970年 代 にはすで に運輸業界でEDIが 実施 され、1980年 代 に入 ってANSIX.12(米 国

のEDI標 準)の 開発 によ り、倉庫、 自動車、食 品等の多 くの業界 でEDIが 実施 された。

現在、連邦政府が物資調達 の発注等の際にEDIを 適用する ことを検討 している。

また、ANSIX.12の 投票で、1997年 からEDIFACTへ 移行 す る方向性が承認 された。

・欧州

1970年 代 に貿易業務の効率化 のための標準化が始 ま り、貿易業務用のEDI標 準(TDI)が

開発 され、EDIの 導入が始 まった。

自動車部品業界のODE'ITHi、 小売業界のTRADACOMSのEDI等 が知 られている。
また、1992年 の欧州経済統合 を目指 して国際的なEDI標 準 の開発 を求 める声が高ま

り、EDIFACTが 開発 され、1988年 にISO9735と して登録 され た。

・アジア

・ 韓国では1991年 に世界で初 のEDI法 ともい うべ き 「貿易 業務 自動化促 進法」 を制

定 し、貿易 関連 ドキュメン トの電子化を法的に認めた。
・ シンガポールでは強力 なEDIネ ッ トワークサー ビスに よ り、貿易 、小 売、医 療、

製造、建設などの分野でEDIが 進んでい る。
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5.EDl導 入

の 進 め 方

」εD'αJaρanE侮ctronicDa治'n拍 佗力angθ(文)unc〃

'



を短時間かつ低 コス トで実施 したい

JED'C;JaρanEtθctronicData'nterchangeCouncil

EDl導 入 につ いての考 え方

EDIを 短期間、低 コス トで導入するためには、多 くの企業で既 に導入 されている標準 を

採用するのが最良の方法である。我が国においては 「CII標準」がそれ に当たる。
このCII標 準の導入 に際 しては、 「CIIトランス レータ」 と 「CII-EDIサ ービス」 を利用す

ることで、負担 を軽減することがで きる。

「CIIトランス レータ」 は既 に、ベ ンダ各社か ら提供 されてお り、これ を用いること

で、利 用者 はソフ トウェア開発 の負担 を大幅に削減で きる。 また、 「CII-EDサー ビス」、

は、VAN事 業者各社 から提供 され るこ とが見込まれてお り、 これを活用することで、不 ッ

トワークに関する労力の大部分 を省 くことがで きる。

なお、 国際取引 のためのEDI標 準 としては、 「UNIEDIFACT」 がある。

5.EDl導 入の進 め方
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r.審,治 乙

ElAJ

標 準 メ ッセー ジ
C業 界

標準 メ ッセージ

ElAJ

シ ンタ ックス

ル ール
C ンン タ ッ ク ス ル ー ル

JEDICJapanEtectronicData'ntθrchangeCouncil 出典 「Cll-EDIサ ー ビ ス 運 用 ガ イ ドラ イ ン」(Cl1)

C川 標準

CHシ ン タックス ル ール(構 文規 則)及 び このル ー ル に したが って作 成 され たEDIメ ッセ
ー ジ(標 準 メ ッセー ジ と呼 ぶ)を 総 称 して 「CII標準 」 とい う(CIIシ ン タ ックス ル ール に

つ い て は付 録1参 照)。

「CIIシン タ ックス ル ール」 は我 が 国 のEDIの 標 準化 を推 進す る ため に、EIAJとCIIが 共

同で 開発 した 「EIAJシ ン タ ックス ル ール」 をベ ース に、他 の業 界 で も適 用 で きる よ うに拡

張 した もので あ る。

「CII標準」 には、 デ ー タエ レメ ン トデ ィ レク トリ、 コー ドな ど も含 まれ る。

づ
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ー マ ッ ト
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鴫
ぐ 一 品
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、 -

メー ル ボ ッ ク ス

一

JEDic;JapanEiectronicDataint●rchangθCouncit

CIIト ラ ン ス レ ー タ

CIIト ランス レータ とは、各企業独 自の システム による固有 のデータフォーマッ トと

CII標 準の フォーマ ッ トとの間を自動変換するためのソ フ トウェアで、すでに各ベ ンダか

ら提供 されている(付 録3参 照)。
これ により各企業 における変換 ソフ トウェア開発 の膨大 なコス トと時間が節約 で きる。

さらに、 これらの標準 を採用す るこ とで、異なる業界 とのいわゆる 「業際EDI」 の実現

も容易 になる。
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Cll-EDI

サ ー ビ ス

Cll-EDI

サ ー ビ ス

`ED×CILEDl

s

サービう ノ 更 更ビス

郊 灘'く

3緻

.'ぷ ・ 、 箏 、

ノ

」εD'0'Jaρaη 日ecfmn¢Dafa'ηfθ 佗力aη9θCounc"出 典 「Cll-EDlサ ー ビ ス運 用 ガ イ ドラ イ ン 」(Cll)

/、

Cll-EDIサ ー ビ ス

EDIサ ービス とは、特定業種、業界ではな く、全業界 を対象 とした共通のEDIメ ッセージ

交換サービス と してEDIユ ーザに提供 される もので、欧米 のVAN事 業者では、EDI専 用のユ

rザ サポー トのサ ービス として一般化 されている。

CII-EDIサ ー ビス とは、CII標 準 によるEDIを サ ポー トしてい るVAN事 業者 による、営業用

ネ ッ トワークにおけるEDIサ ービスの1つ である。EDIネ ッ トワーク全体 は複 数(マ ルチベ ン

ダ)のCII-EDIサ ー ビスで構成 され、それ らは相互 に接続 されているために、ユ ーザか らは1
つのネッ トワークに見 える。

CII-EDIサ ー ビスは共通内部仕様 とVAN間 接続 のためのインタフェース を公 開 しているの

で、全てのVAN事 業者が これ を提供す ることがで きる。このため、利用者 にとっては、 オ
ープンなEDIを 実現す る手段 となる

。

sノ
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EDl推 進組織の設置

先行実施業界の事例研究

口
1標 準の採用 を決 めている業界

(財)建 設業振興基金(Cl-NET)

(財)住 宅産業情報サービス(H‥S)

石油化学工業協会(JPCA)

鉄鋼 ネッ トワーク研究会

電気事業連合会(FEPC)

(社)日 本ガス協会(JGA)

(社)日 本電機工業会(JEMA)

(社)日 本電子機械工業会(ElAJ)

(社)日 本電線工業会(JCMA)

(社)日 本貿易会(JFTC)

JED'C:JaρanEtθctronicDatalnterchangθCouncil

業界単位での進め方

EDIの 導入が進んでい る業界 に所属す る企業 は、EDI導 入 にあた り、その業界 のEDI推 進

組織 を、問い合 わせ等の窓口として活用で きる。業界 自体が標準化 され た規約な どを持 た

ない場合 、業界 でのEDI推 進のために、次のよ うな働 きかけ を行 うこ とが望 まれる。

(1)EDI推 進組織 の設置

我が国ではEDIの 推進が業界単位 で進め られているが、推進母体 として業界 関連企業で

構成する 「EDI推進委員会」 を設置す る場合が多 い。

構成 メンバー としては、委員長 を中核企業の役 員 に依頼 し、業務及び 情報部 門の責任者

を委員 と して構成す る。特 に業務 に精通 しているメンバーの参 画が必須であ る。

委員会の下部組織 として分科会、 ワーキンググルー プがテーマ毎 に設置 され る。

(2)実 施業界の事例研 究

すでにCII標 準 の採用 を決定 している、 さらには実施 してい る業界の事例 が参考 になるの
で、それ らの業界が主催す るセ ミナーへの参加、EDI標 準マニュアルの入手な どによ り効

率的 に導入の準備 を進めることがで きる。

特 に標準メ ッセージ等 については、で きる限 り先進業界か らの流用 を図る ことを前提 に

検討する。

5.EDl導 入 の進 め方 Page32



驚

業務モデルの確認

先行業界の研究

EDl対 象業務の切 り出 し

一厘豆倒

標準 メ ッセー ジの検 討
・デー タエ レメ ン トの標 準化

(業務用 語 、名称 、

表現方 法 の統 一)
・標 準 デー タ コー ドの検 討

・標 準 メ ッセー ジの検 討

1標 準の導入準備

EDl標 準 マニ ュアル の作成 ・メ ンテナ ンス体制

帳票の標準イ ・… 各企業独 自の指定伝票(納 品書 、荷札)の 改善

」εD'C;JaρanElectronicDatainterchangeCounc"

ビジネスプロ トコルの標準化

(1)業 務 モデルの確認
EDI対 象業務 を洗い出す。

(2)先 行業界の研究

標準 メッセージ等、既存 の ものを適用す ることが望 ま しい。

(3)標 準 メッセージの検討

次の内容等がある。取引相手業界 と十分 に話 し合 って行 うことが重要であ る。
・デー タエ レメン トの標準化

業務用語、帳票名称、機能等 を定義 し、取引データの内容 に誤解 のない よう
にする。
・標準データコー ドの検討

使用文字、桁数、共通 コー ド体系等 を決める。
・標準メ ッセージの検討

メッセージ毎に必要なデータエ レメン トを決める。

まず、先行業界 の標準 メ ッセージの流用 が可能かを検討す る。

(4)CII標 準の導入準備

(5)EDI標 準マニュアルの作成

標準化 された ビジネス プロ トコルについて業界 と してマニュアル化す る ととも

に、そのメンテナンス を行 う体制 を確立する。

(6)帳 票の標準化

各企業ごとに独 自の指定伝票 を使 っている場合、 これを標準化で きる と、 さらに

効果が大 きくなる(流 通業界で は早 くか ら統一伝票 を制定 してい る)。
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EDI実 施計画 の立案(シ ステ ム、資材 、営業)
・加入業界 の動向 、取引先 業界 の動 向

:澗 醸 劃5喋 鰹 婆ハウス等への委託も

→ EDI設 備 、 ソフ トの導 入
・自社 の規模

◆ EDI実 施相 手企 業の選 定・取 引先のEDI経 験

・取 引データ件 数

一 相手 企業 との調整・通信 手順(VANの 利 用 な ど)

・標準 メッセー ジ

・デー タ項 目とコー ド

・ 自社情報 システムの整備

JED'C:JapanElectronicDatalnterchangeCouncil

各企業での進め方

(1)EDI実 施計画の立案

業界、取引先企業の動向 を考慮 し、 自社 の実施計画 を立案す る。 この とき、 自

社 での関連する事務処理 コス トを明確に(概 算 で も)把 握することが望 ま しい。

自社 に情報システム技術者が不在 ない し不足 している場合 には、VAN事 業者

やソ フ トウェアハ ウスに委託す る方法 もある。

(2)EDIに 必要なハー ドウェア、 ソフ トウェアの導入
EDIは 汎用機か らパ ソコンまで幅広 い機種 での導入、運用が可能なので、必 要な

規模 に合わせた選定が可能である。

(3)EDI実 施相手企業の選定

効 率面か らは取引 データ件数 の多い企業 を選ぶのが良いが、EDIの 経験 のな
い企 業にとって重要 なのは、取引先 におけるEDI実 施の経験 である。経験 のあ

る相 手企業のノウハ ウを活かすことがで きる。

(4)相 手企業 との調整

双方 ともに標準の取 り決めを遵守することを前提 とす ることが不可欠。

(5)自 社情報 システムの整備

自社の情報 システムがEDIを 導入で きるレベル に達 していない場合 は、 これ

を強化することが重要である。
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我が国1於 ける

EDlの 更 な る発展

設計 ・画像ED

イ ン タ ラ ク テ ィ ブ

(1-EDI)

国際ED

JED'C;JapanElectronicData'nterchangeCouncil

EDlの 今後の展開

EDIの 利用 について、新 しい要求が生 まれてきている。 これ らが実現 されれば、今後 の

我が国のEDIの 発展 に寄与 し、我が国のビジネス等での情報交換 を、 より効率的に してい

くことと思われる。

設計 ・画像EDIは 、設計図の ようなCADデ ータな どを含む もので、EDIの マルチ メデ ィア

化 として注 目されている。

インタラグテ ィブEDIは 、 もともと旅行業者 などの予約 システムで使 われていた手法 を

EDIに 適用する もので、新 しいEDIの 形態 として注 目されている。

また、今後 は海外 とEDIを 行 うことのニーズが高まると予想 される。

6.EDlの 今 後の 展 開
Page35

/1



t、・,,∋,脳z,、9,影r:

取引情報 はEDl
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像

D

設

画

E

環境整備項目

取引情報 との結びつけ

設計 ・画像EDlの ための

シ ンタックスル ール

標 準 フ ォ ー マ ッ トと

デ ー タ エ レ メ ン ト

対応 トラ ンス レー タ

高速 ネ ッ トワー ク

文章および
イメージを含む

統合情報の交換

JED'C;JapanElectronicDatalntθrchangeCouncil

設計 ・画像EDl

企 業 間で や りと りされる デー タ に は、文字 デー タだけ で はな く、 設 計 の ため の デー タ

や、 画像 デ ー タ もあ る。EDIで 対 象 とす る デー タ に も、 これ らを含 め た形 態が 望 ま れて き

て い る。

その 中で、 「標 準 フ ォーマ ッ トとデー タエ レメ ン ト」 とは、EDIで の交換 以 前 の課 題 で

あ る と言 える。 これ をCADを 例 に とって見 て み る。

産 業界 で は、様 々な場 でCADが 利 用 され て い る(下 表)。 しか し、 これ に は数 多 くの方

式 が あ り、 それ らはデ ー タに互 換 性 が ない のが 現 状 であ る。 設計 ・画像EDIを 実現 す るた

め に は、CADデ ■一・一タ を交換 す る際 の デー タ フ ォーマ ッ トを標 準化 す る こ とが 不 可欠 で あ

る。

なお、CIIシ ンタ ックス ルー ル1.51で は、 設計 ・画像 デ ー タ を長 大 な ビ ッ ト列 と見 て、

設計 ・画 像 デ ー タを交 換 す る こ と を可 能 に してい る。

業界 CAD利 用

建設業界
〉

各種設計図、施工図

電子業界 回路、基盤、部 品

自動車業界 ボディーデザイ ン、部品設計

精密部品加工業界 金型、部品加工用の設計情報
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縫イ ン タ ラ ク テ ィ ブEDl'(1-EDI)
淫 ピ 萢・溺 惑

従来のEDl

バ ッチ処理

(フ ァイル転送

によ るEDI)

中長期的整備項目

1-EDIの た め の

シ ン タ ッ ク ス ル ー ル 、

通 信 手 順

法的側面

セキュリティ対策

1-EDl

リアルタイム

処理

会話型

JED'C;JapanElectron'cData'nterchangeCouncil

イ ンタラクテ ィブEDI(1-EDI)

データ交換 に より業務処理 を行 う方法 には、バ ッチ処理方式(フ ァイル転送方式)と リ

アルタイム方式 の2種 類がある。 これ まで、主 として前者によるEDIが 実用化 されて きた

が、近年、業務処理 のニーズの多様化、高度化 にともなって、後者 によるEDIも 実用化 さ

れ るようにな って きた。

最近の業務 ニーズ では、応答 をともな うEDI(在 庫照会、納期照会な ど)で は、 よ り応

答時間の短い処理が要求されるようになってお り、応答 をともなわないEDI(受 発注処理
な ど)で も、 なるべ く速 く取引先で受理 される ことが要求されている。結果 として、 リア

ルタイム処理のEDIが 要求 されることになる。 これは、欧米では、1-EDIと 呼 ばれ、国連欧

州経済委員会貿易手続簡易化作業部会(UNIECE/WP.4)の 中で も、 このための検討 を行 って
いる。

図は、1-EDIを 実現す るために必要 と考 えられ る、環境整備項 目を示 してい る。
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口

金融決済

国連 との協調

ジ瀞

国際標準
UN/EDIFACT

による対応

'

港 湾 システム

θ
通関情報

外国企業 との取引

国内の外資系企業
との取引

JEDtCJaρanElectronicDatainterchangeCouncil

国際EDI

国際取 引には、国際的 に合意 された標準であるUN!EDIFACTを 利用することが求められ

る。我が国で も、国際EDIへ のニーズは、今後 、徐 々に高まることが予想 される。 それ に

は次の ような各種 活動が活発化 してお り、そこにUNIEDIFACTの 利用が求め られる とい う

背景がある。

・外国企業 との取引

・国内の外資系企業 との取引

・国際金融決済の電子化

・各 国の港湾局が電子化 されたメ ッセージの利 用

・各 国が通関情報を電子化する動 き

また、国連が進めているUN/EDIFACTの 開発 に対 しては、世界貿易か ら恩恵 を受 けてい

る一員 として、我が国か らも積極的に貢献す ることが望 まれる。
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ii≧国 際 標 準(UN/Eb'"lFACT)の 開 発 体 制

国連欧州経済委員会
(UN/ECE)

`
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シンが ポールEDlFACT委 員会

韓国EDlFACT委 員会

中 国EDlFACT委 員会

台湾EDlFACT委1員 会

マレーシアEDIFACT委 員 会

イ ン ドEDlFACT萎 頁 会
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タイ オブザーバ)

香港 オ ブザ ーバ)

JED'CJapanElectron'cDatalnterchangθCounc"

国際標 準(UN/EDlFACT)の 開発体制

UN/EDIFACT(UnitedNationsRulesforElectronicDataInterchangeForAdministration,Commerce

andTransport)と は、国 連 の 欧州 経 済委員 会(UN/ECE)が 定 め たEDI標 準 で あ る。

現在 、 日本 で も日本EDIFACT委 員会((財)日 本 貿 易 関係 手続 簡易 化協 会

(JASTPRO)が 事務 局 を担 当)が 、 アジアEDIFACT委 員 会 の下 部組 織 と して 活動 して い

る。

アジ アEDIFACT委 員 会 はUNIEDIFACTラ ポ ー タ会議 に ラポ ー タ を送 り、 標 準 メ ッセ ー ジの 策

定 な どEDIFACTに 関 す る具体 的事 項 を検討 してい る。

UN/EDIFACTは 、受 発 注 、金 融決 済 、輸送 、通 関 な ど多 くの 面 で標準 メ ッセ ー ジの 開発 が進

ん でい るが、 日本 国 内 で の利 用 を考 える際 には、標 準 の規 定 な どの文書 が すべ て英語 で あ る点

や 、 日本 の取 引慣 行 に必 ず し も合 致 しない点 な どの課 題 が あ る。

この ため、 国 内 の取 引 で はCII標 準 の よ うな、我 が 国 の事情 にあ った標 準 を利用 す る こ とで 、

EDI導 入 ・運用 の負 担 を軽 減 し、 海外 との取引 で は、 国 際標 準 であ るUNIEDIFACTを 利 用 す る

こ とが望 まれ る。 この標 準 の使 い分 けは、運 用 の上 で も有 利 であ る。
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Cll標 準 とUN/EDlFACTと の整 合性

CII標 準 とUNIEDIFACTは 、表 現形 式 こそ異 な ってい るが 、 同一 の標 準 メ ッセー ジ

の 中で は デー タエ レメ ン トの整 合性 は高い 。

デ ー タエ レメ ン トが共 通 で あ る部 分 に関 して はCII標 準 で の メ ッセ ー ジ と

UNIEDIFACTメ ッセ ージ の相 互変 換 が 可 能 であ る。

CII標 準 にあ って、UN!EDIFACTに な い デー タエ レメ ン トについ て は、 今後 、

必 要 に応 じてUNIEDIFACTに 開発 を要 請 す る方 向で 、働 きか け る こ とが望 まれ る。
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よる取引の契約の成立

アータの安全保護

アー タの保 存

システムの安全対策

システム トラフル と損失負担

」εD'C∴ ノaρaηε'θctronicDaホa'ntθrchangeCouηC"

EDlの 法的課題

日本 にはEDIに ついての特別 な法律 は今の ところない。 このため、EDIを 導入す る際 に

は以下 の点などに留意す る必要がある。

(1)EDIに よる取引の成立
・個別取引の契約成立 の時点

・取引内容の取消 ・変更の要求が出された場合の対処

(2)デ ー タの安全保護
・データが届かなか った場合 の対処

・権利の ない者がデータを伝送 した場合の対処

・データに、誤入力や伝送誤 り等があった場合の対処

(3)デ ータの保存 ・書面化
・商法上 の商業帳簿の作成 ・保存義務、法人税法の青色 申告法人の書類 の保存義務

(マイクロフィルムによる保存 は条件付 きで認め られているが、電子媒体での保

存 についての規定な どはない)
・取引当事者間での取 り決め(紛 争発生 に備 えての保存)

(4)シ ステムの安全対策
・VAN事 業者 におけるコス ト負担 と復 旧措置

・採用す る安全対策の レベ ル(取 引の種類、 コス トとの関係)

(5)シ ステム トラブルと損失負担
・従来の契約 の法的なルールの適用

・損失負担の特約(損 失の発生原因、損失負担の範囲、立証)
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企業文化の向上
取引の レベルア ップ

情報 システムの レベルア ップ

中小企業

合理化の努力とシステム化

行政諸施策の積極的活用

行政
・施策 による支援

ベ ン ダ ・EDl専 門 業 者
・良 い パ ッケ ー ジ ソ フ ト

ウ エア の 開
・コ ンサ ル テ ー シ ョ ン

JED'C:JapanEtectronicDatalntθrchange(iOuncil

中小企業へのEDlの 普及

EDIが インフラス トラクチャとして、 その効果を100%発 揮す るためには、EDIに 対応す

る企業数が拡大 しなければならない。 このため、中小企 業 もEDI導 入に積極 的に取 り組 む

ことが望 まれる。

そのためには、次のような点が重要である。
・中小企業経営者のEDI推 進への理解

・中小企業の合理化、情報化 に対す る積極的な努力
・行 政諸施策の積極的活用

さらに行政やベ ンダ等 による以下の ような支援が必要である。
・産業の情報化 を促進する政策

・専門業者 によるコンサルテーシ ョン

・よいパッケージソフ トウェア(ア プ リケーシ ョン、 トランス レータ)の 提供

・合理化、 システム化 に対する啓蒙

これ らによって、中小企業は情報システムの レベルアップ、取引の レベルアップを果 た

すことがで き、 ひいては企業文化 をたかめることにつ ながる。
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EDl関 連参考図書 ・文献
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付録1

ED|関 連用語解説

A/ AlAG:AutomotivelndustryActionGroupの 略。米 国の 自動車 メーカ及 びサ プライや数 百

社で構成 す る業界 団体。米 国 自動車産業 のEDIの 標準化 を推進 してい る。

ANSl:AmericanNationalStandardsIns血1te(ア メ リカ規 格 協 会)の 略 。

ANSIX.12:ANSIが 定め たEDIに 関す るアメ リカ国内標 準規格。

ATM交 換 システム:AsynchronousTransferModeswitchingsystem(非 同期転送 モー ド交換 シ

ス テム)。B-ISDN等 の光 フ ァイバケ ーブル を用い た高速伝送 回線 に接続す る高速な交

換機 シス テム。

B/ B-lSDN:広 帯域ISDN。 光 フ ァイバ ケーブル を利 用 し、150Mbps(毎 秒1億

5千 万 ビ ッ ト)ま たは600Mbps(毎 秒6億 ビッ ト)の 伝送 速度 を備 え、 ビデ オ伝 送 や

高速 ファイル転 送 に対 応 可能な次世代 のISDN。

BPBusinessProtoco1(ビ ジ ネ ス プ ロ トコル)の 略 。

C/ CAD:α)mputerAidedDesign(コ ン ピュー タ支援設計)の 略。建設 ・機械 ・電気 ・被 服な

ど様 々な分野 の設計お よび製図の作 業 にコ ンピュー タを応用 し、生産性 や品質 を向上 させ る

技術 。CADデ ー タを もとに、 コンピュー タ制御 の生産設備機器 の プログラム を作成 し、 こ

れ を生産 設備 機器 に転 送 して製造工程 の合 理化 を図 る技術 をCAM(ComputerAided

Manufacturing)と 呼ぶ。

CALS=CondnuousAcquisitionandLife-CycleSuppOrtの 略。米 国国防総省 が、標準化 お よ

び情報統 合技術 を用い て、装備 品等 の設計 、開発 、生産、調達 、管理お よび後方支援 とい っ

た ライ フサ イクル全般 にかかわ る経 費 の削減 、 リー ドタイムの短縮 お よび品質の向上 をはか

る 目的で 、1984年 か ら開始 した官民一体 の プロジ ェク ト。文 書の電子化 、官産学共通 デ

ー タベ ース
、電 子ハ イウ ェイ(大 規模 高速 デジ タル ネッ トワー ク)に よるデー タ交換等 の技

術 要 素 を含 み、EDIの 進展 に も大 きな影響 を及 ぼす もの と注 目され ている。

Cll:CenterfortheInformatizationofIndustry(産 業 情 報 化 推 進 セ ン ター)の 略称 。(財)

日 本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)の 付 属 機 関 の1つ 。

Cll-EDlサ ー ビス:VAN事 業者が提 供す るサ ー ビスの一つで 、CIIシ ンタ ックス

ル ール に従 ったEDIメ ッセ ージの交換サ ー ビス を行 うCII標 準用EDIサ ービス。

Cllシ ン タックスル ール=CIIが 開発 したシンタ ックスルー ル。EIAJシ ンタ ック

ス ルール を、全 て の業界 で利 用可能 な ように拡張 した もの。

・レングス タグ方式 を採用 した可変 長 フォーマ ッ ト。

・デー タ タグ方式 に よ りデ ータの並 び順 が可変。

・メ ッセージ 中の使用 しない データエ レメ ン トは省略可 。



D/

E/

・日本語が使 え、 日本 の商慣習 に合 致。

な どの特長 を備 えてい る。

Cllト ランス レータ:CIIシ ンタ ックスル ールに基づ いて 開発 され たメ ッセージ と、各

企 業の情報処 理シス テム に固有 な フォーマ ッ トの デー タを、相 互 に変換す るソフ トウェア。

Cll標 準=CIIシ ンタックス ルールお よび、 それに従 って作成 された各業界 の標準 メ

ッセージ群 の総称 。

DB:Database(デ ー タベ ー ス)の 略 。

DDX:DigitalDataExchangeNetwork(デ ジタルデ ータ交換網)の 略 。デー タ通信用 に構

築 された交換網 で、電話網 をデ ー タ通信 に用 い る場合 に比 べて、伝送速度 、伝送 品質等 に

優れ てい る。

DoD=DepartmentofDefense(ア メ リカ国防総 省)の 略。情 報処理技術 、通信技術 の応用

分 野 で数多 く のプ ロジ ェク トを推進 してお り、 これ らの分 野で主導的 な立場 にある。

EANコ ー ド=EuropeanArticleNumberコ ー ドの略。国際 的な商品 コー ドの管理機構 である

EAN国 際協会が管 理す る商品 コー ドの体 系 で、1993年3月 現在で62カ 国を代表す る

56の コー ド管理機 関が加 盟 してい る。 日本 もEANに 加 盟 してお り、 日本で のコー ドはJ

ANコ ー ドとして主 にバ ーコー ドを用 いたPOS等 に利用 されてい る。

EANCOM:国 際EDIの 実現のためのEAN国 際協会のプロジェク トの名称。または、

UN/EDIFACTの 依託 を受けてEAN国 際協会が開発 した標準メッセージもEANC

OMと 呼ばれている。EANCOMはUNSMの サブセッ トとして位置づけられる。

EC:El㏄tnonicCommerce(電 子 的商取 引)の 略。EDI、 電子 メール、 蓄積交換型 フ ァク

シ ミ リ等 、情報技術 を活 用 して商取引 を効 率 的 に行 う仕組 み。

EDl:ElectronicDataInterchange(電 子 デー タ交換)の 略。異 な る企 業間で商取引 のため

のデ ータを、通信 回線 を介 して、 コン ピュ ー タ(端 末 を含 む)間 で交換す るこ と。 その際、

当事者 間で必要 となる各種 の取 り決めが 、可能 な限 り広 く合 意 され た標 準的 な規約で ある

こ とが要 求 され ている。

EDlCOM:ア ジ ア ・太平洋 地域で 開催 されるEDIに 関す る国際的 な講演 ・展示行事。

アジ アEDIFACTボ ー ドのメ ンバ ー国が毎 年持 ち回 りで開催 してい る。

EDlサ ー ビス:VAN事 業者 が提供す るサ ー ビス の中で、デ ータ伝 送上 のネ ッ トワークサ

ー ビスだ けで な く
、EDIを 行 うため に必 要 な業務 アプ リケー シ ョンに深 くか かわる付加価

値 の高いサ ー ビス。

EDIFACT:ElectronicDataInterchangeforAdministration,CommerceandTransport(行 政 、

商 業 、 運 輸 の た め の電 子 デ ー タ交 換)の 略 。ISOが 定 め たEDIの シ ン タ ック ス ル ー ル

の規 格 で 、1987年 に 国 際標 準(ISO9735)と し て登 録 さ れ た。

EDl取 引契約EDI等 で取引を行 うとき、取引当事者間でオンラインで行 う業務処理範



一
囲や有効期間等 を定めた契約。

EFT:ElectronicFundTransfer(電 子的資金転送)の 略。銀行 間の資 金決済 をオンライ ンで

行 うこ と。銀行 業界 にお けるEDIと 言え る。

EIAJ:ElectroniclndustriesAssociationofJapan((社)日 本 電 子 機 械 工 業 会)の 略 。

ElAJ標 準EIAJが 定めた同業界のEDIの 標準規格。 「EIAJ取 引情報化対応標

準」。

E-mai1電 子 メ ー ル と同 義 。

EOS:ElectronicOrderingSystem(電 子発注 シス テム)の 略。 一般 に店頭 で発 生 した発注 デ

ー タを現場 で入力 し、そのデ ータをネ ッ トワーク によ り卸売業 あるいは商品 メーカに伝送す

る一連 のシス テム と定 義 されてい る。

F/ FB:FirmBanking(フ ァ ー ム バ ン キ ング)の 略 。

FDDl:FiberDisUibutedDatalnterfaceの 略 。 光 フ ァイバ ケ ー ブ ル を用 い て100Mbps

(毎 秒1億 ビ ッ ト)の デ ー タ転 送 速 度 を実 現 す る 通 信 方 式 。

F手 順:OSIの ファイル転送機能 であるOSI-FTAMを ベ ース に作 られ た通信 プロ ト

コル。

H/

1/

H手 順:OSIの メッセ ージハ ン ドリング機 能で あるOSI-MHSを ベース に作 られた通

信 プロ トコル。

lSDN=IntegratedServicesDigitalNetwork(統 合サ ー ビスデジ タル網)の 略。 デジ タル技

術 に よ り通信 網 を統合 し、音声 ・デー タ ・画像等 のサー ビスを提供す る ネッ トワーク。 日本

で は1988年 か ら商用化 され た。

特 に光 フ ァイバ ケ ーブ ルを利用 し、150Mbps(毎 秒1億5千 万 ビッ ト)ま たは600

Mbps(毎 秒6億 ビ ッ ト)の 伝送 速度 を備 え、 ビデオ伝 送や高速 フ ァイル転送等 に対応可

能 な次 世代 のISDNをB-ISDN(広 帯域ISDN)と 呼 ぶ。

lSO=lnternationalOrganizationforStandardization(国 際標準化機構)の 略。工 業規格 の国

際的統 一 と調整 を促 進す る 目的で国際連合 の諮問機i関と して1947年 に設立 され た国際規格

専 門機 関。EDIに つい てはISOの 技術委 員会(TC154(T㏄hnicalCommitt㏄))が

主管 。

lSO/lEC/JTC=ISOで 電子計算機 お よび情報処理 を担 当す る技術委員 会(TC

97)とIEC(国 際電気標準化委員 会)の 情 報機器 を担 当す る技術委 員会(TC83)を 統 合

し、1987年 に発 足 した合 同技術 委員会(JointTechnicalCommittee)。

J/ JANコ ー ド:JapaneseAnicleNumberコ ー ドの 略 。 流 通 業界 にお け る共 通 商 品 コ ー ドで 、

1978年4月 に バ ー コー ドシ ン ボ ルのJIS規 格 が 制 定 され た。

JCA手 順:取 引先データ交換標準通信制御手順。日本チェーンス トア協会(JCA)が チェ



L/

M/

O/

P/

S/

T/

一ンス トアと取引先のオンラインデータ交換(受 発注業務)の 標準化を目的に制定 した通信

プロ トコル。 これを流通業界に広 く適用 し得るように制定 したものがJ手 順である。

JlS:JapaneselndusUialStandards(一 日本工業規格)の 略。法律 に基づ き制定される 日本 の

工業標準 。情報処 理 に関す る規格 は情 報部 門(X)と い う体系が あ る。通商産業省 工業技術

院が主管。

JIT:JustInTime(ジ ャス トイ ン タ イ ム)の 略 。

J手 順:JCA手 順を拡張 して作 られた通信 プロ トコル。

LAN=L㏄alAreaNetwork(ロ ーカルエ リア ネ ッ トワーク)の 略。同一建 物内や同一敷 地内

な ど、比較的狭 い区域内 のコ ンピュ ー タや情 報機器 な どを接続 す るために構築 される私 設の

ネ ッ トワーク。 、

MAP:ManufacturingAutomationProtoco1の 略 。 米 国GM社 が 中心 とな り提 唱 した フ ァク ト

リオ ー トメ ー シ ョ ン用 通信 プ ロ トコル 。

MHS:MessageHandlingSystem(メ ッセ ージハ ン ドリングシステム)の 略。国際電信電話

諮問委員会(CCITT)が 標 準化 を進めてy・る電子メ ールシス テム。.勧 告X.400シ リ
ーズ としてま とめ られ ている。

MlS:ManagementInformationSystem(経 営情報 システム)の 略。経 営全体 の意思決定 を

高度化 す る 目的で、経 営 トップ に役 立つ情報 を提供す る情 報シス テム。1970年 代 に盛 ん に提

唱 されたが発展 しなか った。

ODETTE=OrganizationforDataExchangeandTeletransmissioninEumpeの 略 。 欧 州 の 自動

車 業 界 に お け るEDI推 進 組 織 。

oSl:QPensystemsInterconnection(開 放型 シス テム間接続)の 略。ISOが 制定 してい

る国際標準 の1つ で、異 なるメ ーカの コンピュー タが互い に通信 で きるよ うに定 めた取 り決

め。

OSITP:OSIで 規 定す る会 話型処 理の ための機 能。

P.O.:Purcha⑨eOrder(パ ー チ ェ ス オ ー ダ)の 略 。 発 注 。 買 い付 け注 文 。

POS=PointofSalesSystem(販 売 時点情報管 理 システム)の 略 。スーパ ーマ ーケ ッ トな ど

のキ ャ ッシュ レジス タをコン ピュー タの端末 として利用 し、売 上情報や顧客情 報 を効 果的 に

管 理す るシス テム。

SlS=StrategiclnformationSystem(戦 略情報 シス テム)の 略。企業が競争優 位の ため に構

築 し、利用す る情 報 シス テムの こと。

TCP/lP=TransmissionControlProtOcol!lnternetProtoco1の 略
。 主 に ワ ー ク ス テ ー シ ョン

な どの コ ン ピ ュ ー タ を 中心 に採 用 さ れ て い る通 信 プ ロ トコル
。 異 機 種 間接 続 の 事 実 上 の標 準

とな っ て し「る。



TDCC:米 国運輸省 運送 デー タ調整委員会。1966年 設立。1975年 に米 国初 のED

I規 格 「鉄 道運送産業 向 けアプ リケーシ ョン」 を制定 した。現在 のEDI規 格で主流 となっ

てい る可変 長 フ ォーマ ッ トは、TDCCが 開発 した 「TDCCコ ーデ ィング方式」 で初 めて

採用 され た。

TDl:TradeDatalnterchangeの 略。 ヨーロ ッパ で開発 され たシ ンタ ックスルールの標 準規

格 で、現在 ヨーロ ッパ の一部 の業界 でEDIに 用 い られてい る。 この規格 を基 に開発 され

たのが、 国際標 準EDIFACTで ある。

TOP=TechnicalandOffTiceProtocolの 略 。米 国 ボー イ ン グ社 が 中心 とな り提 唱 した エ ンジ ニ

ア リ ン グ お よ び オ フ ィス 通 信 用 の プ ロ トコ ル。

TRADACOMS:TradngCommunicationsStandardの 略 。 英 国 国 内 の小 売 業界 にお け る

EDI標 準 。

u/ UN/EDlFACT:UnitedNationsRulesforElectronicDataInterchangeforAdministration,

CommerceandTranspOrt(行 政 、 商 業 、 運輸 の た め の 電 子 デ ー タ交 換 に関 す る国 連規 格)

の 略 。UN/ECE/WP.4の 第1専 門 家 会 議(GE.1)の 下 に設置 され た ラ ポ ー

タ ー会 議 を含 むEDI国 際 標 準 化 プ ロ ジ ェ ク トの 名 称 で あ り、 国 連規 格 の名 称 で も あ る。

UN/ECE/WP.4:UnitedNations/EconomicCommissionforEurope/WorkingParty4

(国 連 欧州 経 済 委 員 会 貿 易 手 続 簡 易 化 作 業 部 会)の 略 。

UNSM:UN/EDIFACTで 使用 され る、 国連標準 メ ッセー"ジ。

V/ VAN:ValueAddedNetworkの 略。付加価値通信網のこと。第2種 電気通信事業者が提供す

るネットワーク。第2種 電気通信事業者とは、第1種 電気通信事業者か ら電気通信回線設備

の提供 を受け、これにコンピュータ等を接続 して付加的なサービスをつけ、回線を再販する

事業者である。

VAN間 接続:異 なるVAN同 士を相互に接続 し、通信 を疎通させるサービス。

イ/ インターオペラビリティ=相 互運用性 とも言 う。情報関連機器 ・システム相互間、またはそ

れらの構成要素間、あるいはこれらと利用者の間で、情報が円滑 にしかも十分満足できる程

度処理で きること。

イ ンターネ ッ ト:広 義 にはLANとLANま たはLANとVANの ようなネ ッ トワーク間接

続 によ り構築 され るネ ッ トワー クを指 す。

狭 義 にはTCP/IPと い う通信 プ ロ トコル によって構築 され たネッ トワー クを、相互 に接

続 した大規模 ネ ッ トワークを意味す る。イ ンター ネ ッ トは、米 国 の研 究機関 を結ぶ ネ ッ トワ
ー ク として誕 生 し、初期 には商用利 用が制限 され ていたが、現在 は研 究 ・教 育機 関以外 の公

的機 関や民 間組 織 にも広 が り、 また世界中のTCP/IPベ ース のネ ッ トワークが接続 され

てお り、商用利 用 も可能 にな ってい る。

インタラ クテ ィブEDI:双 方 向の会話形式でEDIを 行 うこ と。また単方 向であって も、

応答 時間の短い即 時処理 によるEDIは イン タラク ティブEDIに 含 まれる。



オ/

カ/

キ/

コ/

シ/

イ ンフラス トラクチ ャ:道 路 ・港 湾 ・電力供給 な ど企業活動 ・経 済活動 の基盤 となる設備。

社会資本 。

オープン化:そ れぞれ の立場 に よって以下 の3通 りの意味 で使 われ る。

・コンピュー タの メー カや機種 が違 っ て も同 じよ うに使 える 「オ ープ ンシス テム」 へ移行す

る こと。

・企 業の情報 システム とネ ッ トワー クの整備 ・拡張 によって企業 活動 を活性化 す るこ と
。

・取 引の オープ ン化 と言 った場合 には
、系列外 取引 を拡大 す る こと。

オンライン:コ ンピュ ータ とコン ピュ ータ、 または コンピュータ と端末の間で、人の手 を介

さず にデータを授受 で きる状態 。 コ ンピュー タ同士 または コン ピュー タと端末が通信 回線

で結 ばれた状態 。

オンラインシステム:コ ンピュ ータ同士 また はコン ピュー タ と端 末 を通信 回線 で結 び、デー

タ交換(や りとり)を 行 うシステ ム。

オンライン取 引契約書=EDI取 引契約書 と同義。

可変長:あ らか じめデ ータの長 さまたは個 数が決め られ てお らず 、デー タが発 生す る都度 デ

ータの長 さまたは個数 を決定す る こ と
。

可 変長 フォーマ ッ ト:メ ッセ ージの編集 においてデ ータエ レメ ン トの長 さ、数 な どを可変 に

した もの。EDIの メ ッセー ジは可変長 フ ォーマ ッ トが主流 にな っている。

企業 間ネ ッ トワー ク:各 企 業が保有 す る情報処理 シス テム を通信 によ り接続 したネ ッ トワー

ク。

業際:複 数 の業種 に関係 する こ と。

銀行POS:POSと 銀、行 シス テム をオンラインで結 び、消費者 の銀行 口座か ら買い物代金

を引 き落 とす シス テム。

コー ド:情 報 を表す ため の符号 。

固定長:デ ータの長 さ と個 数 があ らか じめ決 まっている こ と。

コンバー タ=ト ランス レータの別 称。

実装 規約:OSI規 格 で は決 め られ ていないが、異 なる製品間で の相 互接続性 を確 保す るた

めに、各製 品が実装すべ き事項 をOSI規 格 に基 づ いて規 定 した規約 。 日本 には(財)情 報

処理相互運用技術 協会(INTAP)が 制定 したINTAP実 装規約 が ある。

ジ ャス トインタイム:必 要な ときに必要な物資が 手 にはい るこ と。発注 時 に指 定 した納期 に

合わせ た正確 な納 品 を意味 す る。

小量多頻度発注:例 え ば小売 店が卸 問屋 や メーカ代 理店 な どに対 して注 文 を出す際 に、必要



セ/

ソ/

タ/

ツ/

テ/

量だけをその都度注文す ること。1回 あた りの発注量が減 り、発注回数が増える。小売業や

卸売業または製造業で在庫 を減 らすために用いる手法。

シンタクッスルール:構 文規則 とも呼ばれ、EDIメ ッセージの組立方法 を示したもの。

言語の文法 に相 当し、単語にあたるデータエレメン トの並べ方やメッセージの先頭 ・末尾

に付加すべ きデータなどを規定 している。

セ グ メン ト構造:2つ 以上 のデー タエ レメン トをま とめてグルー プ化 し、あ たか も1つ のデ

ータエ レメ ン トの ように取 り扱 うこ と。EDIFACTの シン タックス ルールでは この方式

が採用 されてい る。

全銀手順=全 銀協標準 プロ トコル。全国銀行協会連合会(全 銀協)が 銀行間のオンラインデ
ータ交換のために制定 した通信 プロ トコル。現在では銀行以外の業界で も広 く採用されてい

る 。

ソ フ ト=ソ フ トウ ェアの略。

ソ フ トウェア:コ ンピュー タを動作 させ るため に必要 な、プログ ラムやデー タ等の総称。

ダウンサイジング:半 導体技術等の進歩により、コンピュータが小型化 ・低価格化 ・高性能

化す る現象。または、大型 コンピュータを安価で高性能な小型コンピュータに置 き換える傾

向。

多端末現象=標 準化が進まない段階で、オンラインによる取引を実施すると、取引相手毎に

専用 の端末を設置 しなければな らない。そのためオフィスに何台 もの端末が並んで しまう。

これを多端末現象 と言 う。

端末:コ ンピュー タに接続 し、主 にデータの表示 やデー タの入出力 に使用 す る装置 。

通信 プロ トコル 通信を行 うために取 り決められる約束 ごと。

デー タ:情 報 をコン ピュー タが処理 で きる形式 で表 した もの。

データエレメン ト:「 データ要素」または 「データ項 目」 と訳されてお り、業務処理上での

意味のある情報 を持つ最小単位。

デー タエ レメ ン トデ ィレク トリ:EDIの メ ッセージの 中で用い る全 てのデータエ レメン ト

を集 めて リス トに した もの。通常 デー タエ レメ ン トの名称 、デ ー タエ レメ ン トが表す意味、

使 用可能 な文字種 類お よび最大 デー タ長が示 されてい る。

デ ータベ ース:必 要 な ときにいつ で も取 り出 して利 用で きるよ うに整理 して蓄え られたデー

タの集合 。

デ リミタ方 式:連 続す るデ ー タエ レメ ン トの 区切 りを特別 な符号(デ リミタ)を 用 いて示す

方式。UN/EDIFACTの シ ンタ ックス ルールはこの方式 を採用 している。

伝送制御手順=デ ータを伝送するために取 り決められた規約。



ト/

ネ/

ハ/

ヒ/

フ/

電子媒体:コ ンピュータが 直接読み書 きできる媒体。磁気 テープ、 フロッピデ ィスク、光 デ ィ

ス ク、 メモ リカー ドな ど。磁気 を利 用 した記録方式 の もの は、磁気媒体 とも呼 ばれ る。

伝 票 フォーマ ッ ト:伝 票 に記 載 される項 目と、それぞれの項 目の文字数、文字種類、 それ ら

の配置な ど。伝票 フォームまたは伝票様 式な どともい う。

電子 メール:コ ンピュ ータのネ ッ トワーク を介 して、文 書 を送受す るシステム。郵便 よ りも

即 時性が高 くペ ーパ レスで あるな ど、優 れた特性 を持つ ため、パ ソコン通信 や インターネ ッ

トな どで広 く利用 されてい る。企 業間の取 引 にEDIが 用 い られ るの と同様 に、将来、一般

の消 費者 が商 品やサー ビス の購入 に際 して電 子 メールを活 用す るのではないか と予測 され て

いる。

トランス レータ:企 業 内 シス テムの フォーマ ッ トと標準 フォーマ ッ トの間や、国内標 準 フォ

ーマ ッ トと国際標準 フォーマ ッ トの間の相互 変換 を行 うソ フ トウェアの こと
。 トランス レー

タを使用 す るこ とによ り、EDI導 入 にあた って の企業 内シス テムの変 更 を最小 にす るこ と

がで きる。

ネ ッ トワ ーク:通 信 回線 で構 築 され た通信網 。利 用者 はネ ッ トワークの一端 に自分 の通信設

備 や端末 またはコ ンピュー タを接続す るこ とで、 ネ ッ トワー クに接続 された全 ての相 手 と通

信す る ことがで きる。

ネ ッ トワー ク化:コ ン ピュ ータをネ ッ トワー クを介 して相 互 に接 続する こと。

バ イ ト:コ ンピュータが処 理す るデ ータの大 きさの単位 のひ とつ。

バ ッチ処理

式。

データを発生の時点では処理せず、一定の期間蓄えておいて、一括処理する方

発注オンラインシステム:商 品の仕入れ、資材の購入な どの発注業務を、オンライン取引で

行うシステム。

ハ ー ドウェア=コ ンピュー タ本体 や コンピュー タに接続す る機器 な どの総称。

バ ンクPOS:銀 行POSの 別称 。

ビジネスプロ トコル:企 業間の取引にともな う情報の授受を円滑に進めるため定められ業

務 に関する規約の総称。

ビッ ト=コ ンピュー タが処理す るデー タの最小単位 。

標準 メッセ ージ:一 つ のEDIメ ッセージ に含 める こ とが で きるデータエ レメ ン トを示 した

りス トで、 メッセージの種 類 ご とに作成 され る。 シ ンタ ックス ルールを用 いる ことによ り具

体的 なメ ッセ ージを生成 で きる。

ファイル:業 務処理 な ど、あ る特定 の 目的に使用す るため に、 関連性 のある一定 フォーマ ッ

トのデータ項 目の組(レ コー ド)の 集合体 。通常 、磁気 テープ、磁気 ディス ク、 フロッ ピデ ィ



ス ク等 に記憶 される。

ファイル転 送=あ る コンピュ ー タが保持 してい るフ ァイルを、通信 を使 って別 の コンピュー

タに送 る こと。

ファクシミリメール:フ ァクシミリ(FAX)で 送信された文書をネットワーク内の記憶装

置に蓄積 しておき、利用者の希望に応 じて配信するシステム。1度 の送信で複数の受信者に

配信できる同報や、受信の時刻 を指定できる自動配信、指名 した相手だけに受信を許す親展

などの機能を持つ。電子メールとの相互接続など、より進んだ応用 も研究されている。 日本

ではF網 とい う名称の商用サービスが提供 されている。

フ ァームバ ンキ ング(FB):金 融機 関とその顧 客 をネッ トワー クで結 び、 デー タ交換 を行

うこと。具体 的 な例 として振 込依頼 、入金通知等 があ る。

フォーマ ッ ト=デ ータの様式 またはコ ンピュー タか ら出力 する書 類 の書式。含 まれ るデ ータ

エ レメン トの種 類 、各 デー タエ レメン トの文 字数、使 われ る文 字 の種類 、デー タエ レメン

トの並 び順 な ど。

複 合型 ネ ッ トワー ク:業 際EDIに 対応す る ネ ッ トワー ク。

プロ トコル=物 や情報 をや りとりするときに相互に守らなければならない取 り決め ・約束 ご

と。通信プロ トコルを単にプロ トコルと呼ぶ場合 もある。

へ/ ペーパ レス:情 報の記録、処理が電子的に行 われ、紙を使 わない業務処理。

ベ ンダ:コ ン ピュ ータのハ ー ドウェア または ソ フ トウェアを製造 ・販 売す る企 業。

ホ/ ボイスメール=音 声メールとも言う。電話で送信 された音声ををネ ットワーク内の記憶装置

に蓄積 してお き、利用者の希望に応 じて配信するシステム。1度 の送信で複数の受信者に配

信できる同報や、受信 の時刻 を指定で きる自動配信、指名 した相手だけに受信 を許す親展な

どの機能を持つ。電話以外 に、音声処理機能 を持つマルチメディア対応のパーソナルコンピュ

ータでの受信/送 信 も実用化 されつつあり、電子メールやファクシミリメール との相互接続

など、より進んだ応用 も研究されている。

マ/ マルチベンダ:異 なるメーカまたは異なる機種 のコンピュータであっても、同 じような使い

勝手で、支障な く処理 ・運用ができること。

VAN業 界では、 機能的に等価なVANサ ービスを複数の事業者が提供 してお り、それら

が相互に接続 されて、それぞれのVANの ユ ーザはあたか も一つのVANに 加入 しているか

のように利用可能なVANサ ービスを指す。

マル チメデ ィア:従 来 の数値 、 文書 、図形 デ ー タに加 えて、音声 、画像 、映像 な どのデー タ

も処 理、通信 の対 象 とす るシステム。 コンピュー タばか りで な くケ ーブルテ レビな どの双方

向通信 メデ ィア も含 む。

メ/ メールボ ックス:VANと コ ンピュー タの間 でデー タをや りと りす る際、 デー タの一時的 な

保 管 のため に用 い る もので、送 信用 メール ボ ックス と受信用 メールボ ックスがあ る。送 りた

い メ ッセージ(ま たはフ ァイル)を 送信用 メール ボ ックス に投 函 して置 くと、VANは その



メ ッセージ を宛先別に分類 して、 それぞれ の取 引相手 の受信用 メー ルボックス に送 り届 ける。

取引相 手か ら自分宛に送 られたメ ッセ ージ(ま た はフ ァイル)は 全 て 自分 の受信 用メ ールボッ

クス にま とめて届 く。

メ ッセージ=EDIで 交換 され るデー タの単位 。通常1件 の取 引が1つ のメ ッセージ と して

や りとりされる。

リ/

メ ッセージ フォーマ ッ ト:メ ッセ ージ に含 まれ るデ ータエ レメン トの種 類、各 デー タエ レメ

ン トの文字数、使 われ る文字 の種 類 、デ ータエ レメン トの並び順 な ど。

リアル タイム処理:端 末 オペ レー タか らの入力が あ り次 第、即 座 に コンピュ ータ処 理が行 わ

れ る方式 。

リー ドタイム=注 文 を出 してか ら品物が届 くまで の時間。

レ/ レングスタ グ方 式:デ ー タエ レメ ン トの中に、 そのデー タの長 さまたは個数 を表す数値情報

(レ ングス タグ)を 付加す る方式。 デ ー タエ レメ ン トの区切 りを特別 な符号(デ リ ミタ)で

示 す必要 がない。CIIシ ンタックスル ールで は この方式 を採用 して いる。

連携指針:EDIを 始めとした企業間の電子計算機の使用に当たって、 ビジネスプロ トコル

の標準化等を、業際化、国際化へ も対応 して行な うためのガイ ドライン。 「情報処理の促進

に関する法律(昭 和45年 制定)」 の改正(昭 和60年)に よ り規定されたもので、主務大

臣が定める。



付録2

EDI関 連参考図書 ・文献

1.図 書 の 部

「流通EDIで 進 む企 業間情報 ネ ッ トワークの基礎知 識 －POS、VANを 軸 に した受 発注 ・物流 シス

テム研 究」

浅野恭右 編著 日本 実業 出版社¥1,600(1992年3月31日 発行)

「物流 を根底 か ら変革 す るEDI戦 略 一 トータルマネジ メン トガ イ ド」

エ ンメルハ インッ,マ ーガ レ ッ ト.A著 阿保栄 司、芦澤 幸男 、岸本 陽次郎 、浪平博 人訳

日本 ロジス テ ィクス シス テム協 会¥4,800(1991年8月25日 発行)

「EDI入 門 一 ビジネス ネ ッ トワーク ・プロ トコル」

北澤博 著 ソフ ト ・リサ ーチ セン ター¥3,600(1991年3月1日 発行)

「最新EDI事 情 一電 子計算機相 互運用 環境整備委員 会報告書」

通 商産 業省編 工業調査会¥2,000(1990年12月10日 発行)

2.雑 誌 の 部

1991年4月 よ り1994年2月 までに発行 され た雑誌 の 中か ら主な ものを収録。

2-1.一 般 誌

「電子取 引で進化す る受発 注」

「日経 ビジ ネス」2月21日 号61～64へ'一 シ"94年2月

「特集 囲い込 み戦 略の終焉EDIが 取 引先 を選別」

西本 一郎、大矢 昌弘、宮徹

「日経 ロジス テ ィクス」No.3512～23へ.一 ジ'94年2月

「東洋経 済 「EDI導 入実態 調査 」 一 リエ ンジニ アリングのツ ール欠 く日本企業」

今 井武 「東洋経 済統計 月報」Vol.54,No.215～19へe－ ジ'94年2月

「経営戦 略の武器 と して導入 進む(第2回EDI実 態調査)」

今井 武 「東洋経 済統 計月報」Vol.52,No.1120～27へ.一 シ't92年11月

「東京 電カ ーEDI、 標準化 、連携指針 一業界 の先陣切 り資材 発注 をEDI化 」

「日経 コミュニケーシ ョン」No.11535へ.一 ゾ'91年12月

「通産省 、 オープ ン ・シス テムの実現 に向 けた委員会 を設置」

河井保 博 「日経 コミュニケーシ ョン」No.11445へ.一 シ"91年11月

「物流合 理化 目指 し、通産省 が業際EDIの モ デル作 りに着手」

井 出一仁 「日経 コ ミュニケー シ ョン」No.11056～57へ.一 ジ'91年9月



「EDI、 製造業、標準化 、VAN－ ア ドバ ンテス ト ・商慣行 との調整 を図 りなが ら、EDI資 材VA

Nを 推 進(ネ ッ トワーク構築 の研 究)」

井 出一仁 「日経 コ ミュニケ ーシ ョン」No.11099～104へ.一 シ◆'91年9月

「東洋経済 「EDI導 入実態調査」 一情報 ネ ッ トワーク再構 築の カギ に」

今井 武 「東洋経済 統計 月報」VoL51,No.930～35へ'一 シ◆tg1年9月

「特集 ・EDI、 企 業情報通信、標準化 、VAN－ 取引革命 を起 こすEDI」

堀 純一郎 、井出一仁 、河井保博

「日経 コ ミュニケ ーシ ョン」No.10741～62へ.一 ゾ'91年8月

「EDI、SIS成 功の裏 に電子 デー タ交換 あ り!一 ビジネス ・プロ トコルを使 い こな した者 が国際 ビ

ジネス を勝 ち抜 く」

涌 井清彦 「コン ピュ ー トピア」Vol.25,No.29998～104へ.一 ジ'91年8月

「押 し寄せ るEDIの 波 とわが 国の対応 」

三木 良治 「ビジネス ・コミュニケー シ ョン」Vol.28, No722～27へ'一 シ◆`91年7月

「鋼 材 メ ーカー と大 手商社 が共 同でEDIネ ッ トを構築へ」

井 出一仁 「日経 コ ミュニケ ーシ ョン」No.10327～28へo一 シ◆'91年6月

「ISDN、MHS、EDI、VAN－ マ ル チ メ デ ィ ア端 末 な ど にISDNニ ー ズ有 りとテ レ ゴム財 団

が 報 告(コ ミュ ニ ケ ー シ ョン ・レポ ー ト)」

水 野 博 泰 「日経 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン」No.10037～38へ.一 シ◆'91年4月

2-2.業 界 誌 ・学 会 誌

「情報化 フォー ラム ・先進 事例研 究 一パ ソ コン通信 を利 用 したEDI」

猪熊 洋文 「情報 シス テム フ ォー ラム」No.3784～9へ.一 ジ'93年

「EDIの 動 向 とEANCOM－ 流 適業向 け国際EDI規 格 サブセ ッ トを中心 に」

佐藤 誠 「流 通 とシステム」No.77102～111へ.一 ゾ'93年

「情報 システ ムのオー プン化 と国際化 の潮流 一本格 始動す るEDI(企 業 間デー タ交換)」

窪 田芳夫 「マ ネジメ ン ト21」Vol.3,No.1088～92へ.一 シ"'93年

「特集 ビジ ネスフ ォームEDI最 新 情報 一顧 客の動 きを見 つめ関連需要 を上手 に引 き出そ う」

「印刷界」No.47528～30へ.一 ゾ'93年

「特集 国際化 する世界 と情報通信 シス テム」

国領 二郎 、溝口邦雄、神津浩郎 、九野伸

「オペ レー シ ョンズ ・リサ ーチ」Vo1.38, No.6286～305へ.一 シ"93年

「流通 業 にお ける業際EDIの 調査 ・研 究 開発EDIの 動向 と実施計 画の概 要」

西山智章 「流 通 とシステム」No.75100～107へ.一 ゾ'93年



「EDIを 中心 とした情報化 の動 向」

北川哲 也 「季刊 倉庫」No.9622～37Ae・ 一・ジ'93年

「EDIの 普及推 進 について」

多 田好克 「機械振興」Vol.26,No.477～81ペ ーシ◆t93年

「MHSに よる新JCA手 順 の制定 一国内EDIの 幕 開け」

多 田俊 夫 「NTT技 術 ジ ャー ナル」Vol.5No.284～85ペ ーシ"'93年

「EDIは 第3段 階へ.EIAJが 標準化作 業の煮つ め、具体化 へ急」

種部信 夫 「エ レク トロニクス」Vol.38,No.673～75ペ ーシ"'93年

「EDI解 説」

中部 電力 「中部 電力株 式会社 技術 開発 ニュース」No.5531～32ペ ーシ◆'93年

「特集 マ ネジ メン トの変 革を支 える情報 シス テムーEDI(電 子 デー タ交換)の 展望 」

辻新 六 「IEレ ビュー」Vol.34,No.136～39へ ●一ジ'93年

「企 業間EDI取 引 と会 計問題」

市村 一之 「経 営教育」No.14023～29へ'一 －i't93年1月

「鉄鋼EDI－ 鉄鋼 業界 のEDI取 組 の考 え方」

「情報(鋼 材 倶楽部)」No.85410～26へo一 シ◆`92年12月

「米国ス チール ・メー カーの最新EDI事 情」

バ ージ ロン,ウ ォル ター.N.

「情報(鋼 材倶楽部)」No.85113～27へ ●一シ"'92年9月

「オープ ンシス テム環境 整備 委員会報告書 の概 要[2]」

岡田純一 「機械 振興」Vo1.25,No.746へo一 ゾ'92年7月

「P-EDIと は何 か 一カ ミネ ッ ト三宅 常務 に き く(イ ンタ ビュー)」

三宅 昭郎 「紙 ・パ ル プ」No.5113～5へ.一 シ◆tg2年4月

「EDIの 普及推 進」

宗像 直子 「電機」No.5252～13へo一 シ◆

「特集 ・EDI」

松行 康夫 、三木 良治 、鈴木信雄 、松 行 あき子 、八鍬 幸信 、藤井和 彰、溝 口邦雄

「オ フィス ・オー トメ ーシ ョン」Vol.13,No.14～53へ ●一シ"92年4月

「業界 間EDIサ ー ビス とは何 か(特 集 ・転換期 を迎 え る業界VAN)」

三木 良治 「事務 と経営」Vol.43,No.5456～9へ.一 シ"'91年10月

「EDIの シス テム監査」

富 山茂 「監査研 究」Vo1.17,No.940～43ペ ーシ"t91年9月



「国際物流 シス テム を目指すEDIサ ー ビス(特 集 ・'90年 代 のVAN事 業)」

高橋 奈緒美 「デ ー タ通信」VoL23,No442～46へ.一 ジ'91年4月

3.産 業情 報 化 推 進 セ ン タ ー発 行 報 告 書 ・資 料 の 部

3-1.平 成3年 度 発 行

「電子計算機相 互運用環境整備委 員会OSI普 及問題分科会報 告書」¥2 ,500

「地域VANの 動 向調査報告書 一地域VANの 現場 と課題 一」¥2 ,㎜

「プラスチ ック 日用 品 ・瑳邸業界情 報 シス テム化調査研 究報告書」¥3 ,㎜

「情報 ネッ トワークサー ビス事業実態 調査 報告書」¥2,000

「電子 取引調査研 究報告書 一電子取引 に係 わる法的問題 点の検 討 一」¥1,500

「EDI利 用 実態 調査報 告書」¥2,500

「ビジネス プロ トコルの調査研 究報告書」 糾,㎜

「オー プンシス テム環境 整備委員 会 システム企画分科会 報告書」¥3 ,㎜

「オブジ ェク トの登録及 び管理 に係 わ る報告書」¥3,㎜

3-2.平 成4年 度 発 行

「自動車部 品販売 業界情報 システ ム化調査研 究報 告書」¥2,㎜

「EDICOM'92Proceedings」¥6 ,000

「紙流 通業界 の情報 ネ ッ トワーク化 調査研 究報告書」¥2,000"

「フ ァイル転送 用手順(F手 順)概 説書Ver.2.0」¥2,㎜

「フ ァイル転送用 手順(F手 順)仕 様 書Ver.2.0」¥6,000

「フ ァイル転送用 手順(F手 順)利 用 ガイ ド」U,㎜

「オー プンシス テム環境 整備 委員会 システム企画分科 会報告書 別 冊(暫 定版)」¥2 ,㎜

「電子計算機 の連携指針 の概 要 一連携指針 の実施状況 と情報化 の現状 一」¥1 ,500

「中小 流通業 の情報 シス テム化 調査研 究報告書

一中小 流適業 の戦略的情報 シス テム事例 一」¥1 ,500



「情報 ネ ッ トワー クサ ー ビス事業実態 調査報 告書」¥2,㎜

「電子取 引契約 条項作 成 の ポイソ ト ーEDIに おける法律 問題 の検討 一」¥2,㎜

「EDI推 進協 議会 普及研修 会 －EDI入 門 一」¥2,㎜

「ビジネス プロ トコル の調査研 究報告 書」¥5,000

「CIIシ ンタ ックスル ール1.11お よび1.51」¥2,㎜

「EDI利 用動 向調査 報告 書 一流通 業界 におけるEDIの 動 向一」¥2,㎜

3-3.平 成5年 度 発 行

「写真 業界流 通情 報 ネッ トワーク化調査研 究報告書 」¥2,㎜

「自動 車部品販 売 業界 情報 ネ ッ トワーク化調査研 究報告書」¥2,000

「地域 商業集積 におけ る流 通情報 ネ ッ トワーク化調査研究報 告書
一流通顧客情報 ネ ッ トワー クの現状 と課題 一」¥2 ,500

「機工VANシ ステム調査研 究報告書

一メ ーカー ・卸 商のための機 工VAN導 入 の手引 き一」¥1 ,500

「フ ァイル転送用 手順(F手 順)仕 様 書」¥6,000

「CII-EDIサ ービス運用 ガイ ドライ ン」¥2,㎜

「EDI推 進協 議会 普及研修 会 －EDI入 門(2)一 」¥1,500

「EDI推 進協 議会EDIフ ォー ラム1994-EDI導 入先進業界 の現状 と今後 の展 望 一」¥3,500

「EDI推 進協議会 の活動 紹介」¥1,500





付録3
「Cll推 奨 トラ ン ス レー タ」 一 覧 表

1994年3月 現在

製品名 ベンダ 対象機種 ・OS

DExlCll 蝶理情報システム(株)
lBM、 日立 、 富士 通

メイ ン フ レー ム

Cll/MVS

CII/400
日本lBMサ ー ビス(株)

lBMメ イ ン フ レー

ム 、AS400

EDITRL/Cll 日本電気(株)
NECACOS2

NECACOS4

EDIFT-Cll (株)日 立製作所

日立 メイ ンフ レーム

(機種,OSの 違 い

に よ り数種 あ り)

VMSGENTRAN-Cll 日本DEC(株)
DEC社 製 ワー ク

ステ ー シ ョン

GEiNTRAN-Cll ス ター リング ソフ トウェア(株)
lBM,日 立,富 士 通

メ イ ン フ レー ム

JeTraCll 日本 イーエ ヌエ スAT&T(株) UNlXマ シ ンなど

FEDIT 富士通(株)

富士通 メイ ンフ レーム
、

Kシ リー ス

(MS-DOS

パ ソ コ ン 用 も あ り)

TWIN'ET-DXCIl NTTデ ー タ通信(株)
外販なし

変換サービス用

NTS-400-EDl (株)ア ル ゴテ クノス
PC-9801

シ リー ズ

TRANCIl (株)SRA MS-DOSパ ソ コ ン





付録4 EDl先 進業界のマニュアル類入手方法

団体名

問い合わせ先

マニュアル名称

入手方法

財 団法人 建設業振興基金

〒105東 京都港区虎 ノ門4・・2-12虎ノ門4丁 目ビル

財団法人 建設業振興基金 建設産業情報化推進センター

te103-5473-4573faxO3-5473-1593

「標準 ビジネスプロ トコル」(¥15,000送 料 ・種別)

建設産業情報化推進センターへFAXに て申込む。請求書 を添えて送ら

れる。 申込書の書式は自由だが、企業名、会社住所、組織 ・役職、氏

名、電話番号を必ず記入のこと。

団体名

問い合わせ先

マニュアル名称

入手方法

社団法人 鋼材倶 楽部

〒103東 京都 中央区 日本橋茅場町3-2-10鉄鋼会館

社団法人 鋼材倶楽部 ・鉄鋼EDIセ ンターte103-3669-4811

「鉄鋼EDI標 準書」(価 格等は要問い合わせ)

「鉄鋼EDI取 組の考 え方」(〃)

上記連絡先に問い合わせる。

faxO3-3639-5249

団体名

問い合わせ先

マニュアル名称

入手方法

財団法人 住宅産業情報サービス

〒105東 京都港区虎 ノ門1-23-7第23森 ビル

財団法人 住宅産業情報サービス 業務第二部

「HllS-NET標 準 ビジネスプロトコル」(¥12,

業務第二部まで問い合わせる。

te103-3502-8541faxO3-3503-1339

000送 料 別 ・税 込)

団体名 石油化学工業協会

問い合 わせ先 〒100東 京都千代田区内幸町2・1・1飯 野ビル

石油化学工業協会 総務部te103-3501-2151faxO3-3501・3895

マニュアル名称 「JPCA－ ビジネスプロ トコル標準書」(¥1,600送 料 ・税別)

入手方法 総務部 山田氏に問い合わせる。

団体名 電気事業連合会

問い合わせ先 〒100東 京都千代 田区大手町1-9-4経 団連会館

電気事業連合会 情報システム部 事務所KDD大 手町 ビル16階

faxO3-3270-8085

マニュアル名称

入手方法

te103-3279-3744

「電力 ビジネスプロ トコル運営要領」(価 格等は要問い合わせ)

「EDI導 入マニュアル」(〃)

「EDIシ ステム運用 ガイ ドライン」(〃)

「資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準」(〃)

「電気料金収納業務 ビジネスプロ トコル標準」(〃)

上記問い合わせ先に問い合わせる。

団体名 社団法人 日本ガス協会'

問い合 わせ先 〒105東 京都港区虎 ノ門1-15-12

社団法人 日本ガス協会 技術部 情報企画グループ

telO3-3502-0113faxO3-3502-0370

マニュアル名称 「資材発注業務オンライン取引標準」(価 格等は妻問い合わせ)

入手方法 上記問い合 わせ先 に問い合 わせ る。

団体名 社団法人 日本電子機械工業会

問い合わせ先 〒105東 京都港区西新橋2-8-11第7東 洋海事 ピル

社団法人 日本電子機械工業会 ・EDIセ ンターte103-3593・8323faxO3-3593・8324
マニュアル名称 「EIAJ取 引情報化対応標準」(¥25,000送 料 ・税別)

「EIAJ標 準準拠 オンライン取引導入ガイ ド」(¥10,000送 料 ・税別)

*EIAJ会 員には会員割引、大量購入の際には数量割引が有 る。

入手方法EDIセ ンターへFAXに て申込む。請求書を添えて送 られる。申込書

の書式は自由だが、企業名、会社住所、組織 ・役職、氏名、電話番号を

必ず記入の こと。EDIセ ンターでも扱っているが、訪問す る場合 には

事前に連絡 を要す。





付録5

EDl推 進協議会設立趣意

我が国産業経済が高度化 してい く中で、コンピュータの活用は、企業の合理化、産業構造の高度化に不

可欠な手段 となっています。特 に、EDI(電 子データ交換)は 、産業界 における情報 システムの効率的 ・

効果的な利用を可能 とする重要なインフラス トラクチャと位置づけられるまでになって来ています。 とこ

ろが、我が国産業界 におけるコンピュータ ・ネットワークによる取引は、関係企業との一体的運用、取引

データの迅速処理、生産工程 ・在庫管理の効率化等を目的 とした、競争優位の観点のみからの閉鎖的なネッ

トワークの形で展 開してきている場合が多 くみられます。

このような閉鎖的なネットワークでは、不特定の取引先 との自由なデータ交換を実現することが困難

であ り、公平で透明な取引環境の形成に対する大きな妨げにす らなって きています。そこで、今 日、改め

て業種横断的な標準を使用 し、オープンな情報ネッ トワークによるEDIを 推進 し、取引環境を構築 ・整備

する必要性が高まってきています。

欧米諸国におけるEDIは 、近年、オープンな環境のもとで急速に拡大 しつつあ り、そのための国際標

準の制定のための活動が、 より多 くのユーザーの参加を得て活発に進められています。また、大洋州や東

南アジアにおいてもオープンな環境におけるEDIの 推進に向け着実に準備が始まってい る状況 にあ ります。

更 に、EDIの 環境 の整った欧米の企業では、コンピュータ処理を前提 として、業務処理方式を業際的 ・国

際的観点か ら根本的に見直す方向に発展 してお り、EDIは 経営のあ り方を根底から変革する可能性を秘め

ていると言われ始めています。

従って、今や、我が国におけるこの分野での緊急かつ重要な課題は、出来るだけ多 くの企業が共通の

認識 と目的を持って、EDIの 標準化、国際化を積極的に推進することにあると言えます。そのため、業種

横断的な共通課題への取組強化、国内での標準化 と国際的な標準化の調和ある推進といった課題の解決に

向けて、業種横断的な推進体制の確立が必要 となってお ります。

EDI推 進協議会はかか る状況を鑑み、産業界の トップによるイニシアティブのもとに、海外 における

EDIの 利用 との調和等、EDIに 係る共通問題の検討および普及 ・推進 を業際的立場から総合的に取 り組む

為の横断的組織 として、関係省庁の協力のもと、産業界等が集 まり設立 されたものであ ります。

平成4年10月 EDI推 進協議会

会 長 米 倉 功





付 録6EDl推 進 協 議 会 会 員

(会員数44、 平成6年3月1日 現在、五十音順)

財 団法人家電製品協会(AEHA)

機工VANセ ンター

社 団法人軽金属協会(JLMA)

財 団法人建設業振興基金(CI-NET)

財団法人国際情報化協力 センター(CICC)

財団法人国際ロボッ ト・FA技 術センター(IROFA)

写真業界流通情報 システム協議会(CPIT)

財団法人住宅産業情報サービス(HISS)

社団法人情報サー ビス産 業協会(JISA)

財団法人情報処理相互運用技術協会(INTAP)

石油化学工業協会(JPCA)

社 団法人セメン ト協会(JCA)

繊維工業構造改善事業協会(TIRA)

全国電機卸商組合連合会

全 日本電設資材卸業協同組合連合会

鉄鋼 ネッ トワーク研究会

電気事業連合会(FEPC)

社 団法人 日本アパ レル産業協会

日本化学繊維協會(JCFA)

社 団法人 日本ガス協会(JGA)

日本紙商団体連合会(NPMAJ)

社 団法人日本広告業協会

社団法人 日本 自動車工業会(JAMA)

社 団法人 日本情報 システム・ユーザー協会(JUAS)

日本製紙連合会(JPA)

日本チェーンス トア協会(JCA)

社団法人 日本電機工業会(JEMA)

社団法人 日本竜気制御機器工業会

日本竜気専門大型店協会

社 団法人 日本電子機械工業会(EIAJ)

社 団法人 日本電子工業振興協会(JEIDA)

社団法人 日本電線工業会(JCMA)

社 団法人 日本ハ.一ソナルコンヒ.a－夕ソフトウェア協会 ネットワーク協議会(JPSA)

日本百貨店協会(JDSA)

日本 フォーム印刷協議会(JBFA)

社団法人日本貿易会(JFTC)

財 団法人 日本貿易 関係手続簡易化協会(JASTPRO)

日本紡績協会(JSA)

日本優 良家具販売協 同組合(JEFSA)

社 団法人 日本 ロジスティクスシステム協会(JILS)

物流EDI研 究会

ユニックス ・ビジネス ・アソシエーシ ョン(UBA)

財 団法人流通システム開発セ ンター

財団法人 日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター(JIPDEC/CII)
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